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N o .

相違点に技術的意義があるとは認められず設計的事項にすぎないことを理由に
進歩性が否定され、特許無効審判請求に対する不成立審決が取り消された事例

1.　事案の概要

本件は、特許無効審判請求に対する不成立審決の取消訴訟

です。Yは、発明の名称を「車両ドアのベルトラインモール」とする

特許（特許第6062746号。「本件特許」。）の特許権者であったとこ

ろ、Xが、本件特許について、甲１（特公平2-11419号公報）に基づ

く進歩性（特許法29条2項）欠如及び明確性要件（特許法36条6

項2号）違反の無効理由があるとして無効審判を請求しました。

特許庁は、Yによる本件特許の特許請求の範囲及び明細書

の記載の訂正請求について訂正を認めるとともに（訂正後の請

求項１に係る発明を「本件発明１」、請求項２に係る発明を「本件

発明２」。合わせて「本件発明」。）、いずれの無効理由によっても

本件特許を無効とすることはできないと判断し、「本件審判の請

求は、成り立たない。」との審決（「本件審決」）をしました（無効

2021-800095事件）。

これに対し、Xが、本件審決の進歩性欠如に係る判断に誤り

がある等として、取消しを求めて本件訴訟を提起したところ、本

判決は、①本件発明１には甲１発明１に基づく進歩性欠如の無

効理由があり、本件発明１の進歩性に係る本件審決の判断に

は誤りがある、②本件発明２には、甲１発明２に基づく進歩性欠

如の無効理由があり、本件発明２の進歩性に係る本件審決の

判断には誤りがあるとして、取消事由に理由があると認め、本件

審決を取り消しました。

本稿では、①本件発明１の甲１発明１に基づく進歩性欠如の

無効理由のうち、本件発明１と甲１発明１との相違点１（「縦フラ

ンジ部の下部から内側方向に延びる段差部」に関して、本件発

明１においては、縦フランジ部の下部から内側方向に「ほぼ水

平に」延びる段差部であるのに対して、甲１発明１においては、

縦フランジ部の下部から昇降窓ガラス側方向に「やや下方に」

延びる段差部である点）についての判断部分の要旨に絞ってご

紹介します。

2.　本件発明の概要

本件発明は、車両ドアのドアガラス昇降部に装着されるベル

トラインモールに関するものですが、前提として、発明の全体像

をご紹介しておいた方がわかりやすいと思いますので、概要を

ご説明しておきます。明細書には、次のような説明があります。

 車両のドアパネルは、ドア外面を形成するアウタパネルとド

ア内面を形成するインナパネルからなるものであり、アウタパ

ネルの上縁部には、ドアガラスの外面と摺接し、雨水を切る

ための水切りリップ（シールリップ）を有するベルトラインモー

ル（モールディング）が装着されており、ベルトラインモール

は、車両の外面のベルトラインを装飾する意匠モールとして

の役割があることから、ドアフレームの表面からドアガラス昇

降部（アウタパネル上縁部）まで連続的に配設するデザイン

モールも採用されているところ、この種のベルトラインモール

では、ドアフレームの表面に位置する部分の水切りリップを

切除する必要があるので、従来は、ベルトラインモールの端

部において意匠部を残すように水切りリップ等を切除すると

剛性不足となり、別部材のエンドキャップを取り付けることが

できないためにエンド部材を射出成形にてモール本体部に

一体化するなどしていたが、射出成形による一体化には専用

設備が必要となるだけでなく、射出成形されるエンド部材と

モール本体との間にラップ代が必要となるために外観意匠

性に劣るという問題があった（【０００２】）。

これらの問題を解決するために、本件発明は、端末の剛性に

優れるとともに外観デザインの全長にわたった連続性に優

れ、ドアガラスとのシール性が高いベルトラインモールの提

供を目的とし（【０００４】）、ベルトラインモールを、特許請求の

範囲記載の構成とすることにより（【０００５】）、モール本体部

の上部から下に折り返した縦フランジ部を有し、ドアフレーム

の表面に位置する部分は縦フランジ部を残して、水切りリップ

や引掛けフランジ部を切除できるようにし、モール本体部と縦

フランジ部とで略Ｃ断面形状を形成しつつ断面剛性を確保し

たので、ベルトラインモールの端末部に別物品としてのエンド

キャップを取り付けることができるという効果を奏し、また、縦フ

ランジ部の下部側に引掛けフランジ部を有するステップ断面

形状に形成したので、水切りリップとこの水切りリップの外側

の側面をサブリップで押圧するように二重リップ構造とする

こともでき、このように二重リップ構造にすると 段差凹部に埃

等がたまるのを防止するだけでなく、ドアガラスに対するシー

ル性が向上するという効果を奏するものである（【０００９】）。

本件発明のうち、今回焦点を当てる本件発明１の請求項は、

次のようなものです（下線は引用者が付しました）。

【本件発明１】

車両ドアに装着されるベルトラインモールであって、

ベルトラインモールはドアガラス昇降部からドアフレームの表

面にわたって延在するモール本体部と、

当該モール本体部の上部から内側下方に折り返したステップ

断面形状部を有し、

前記ステップ断面形状部は、ドアガラスに摺接する水切りリップ

を有するとともに前記モール本体部の上部から下に向けて折り

返した縦フランジ部と、当該縦フランジ部の下部から内側方向

にほぼ水平に延びる段差部と、前記段差部の端部より下側に延

在させた引掛けフランジ部を有し、

前記ドアガラス昇降部はモール本体部と引掛けフランジ部とで

ドアのアウタパネルの上縁部に挟持装着され、

前記ドアフレームの表面に位置する端部側の部分は前記縦フ

ランジ部が残るように前記水切りリップ、前記段差部及び引掛け

フランジ部を切除してあり、前記端部はエンドキャップを取り付

けることができる断面剛性を有していることを特徴とするベルト

ラインモール。

これに対し、甲１発明１は、本件審決及び本判決によると、次

のようなものです（下線は引用者が付しました）。

【甲１発明１】

車体のドア上縁片に沿って嵌着固定されるベルトモールディング

Ｍであって、ベルトモールディングＭは昇降窓ガラスからドアサッ

シにわたって延在する外表面部被覆部及び頂部被覆部と、

前記頂部被覆部から下方に折り返した基部被覆部を有し、

前記基部被覆部は、昇降窓ガラスに向けて斜めに突出しガラス

窓に当接する上下のリップ１４、１５を有するとともに前記頂部被

覆部から下に向けて折り返した縦フランジ部と、当該縦フランジ

部の下部から昇降窓ガラス側方向にやや下方に延びる段差部

と、前記段差部の端部より下側に延在させた部分を有し、

前記ベルトモールディングＭは、車体側のドアパネルＰに押込

んで取付けられ、

前記ドアサッシの表面に位置する端末部の長手方向を所定の

長さに亘って前記頂部被覆部側の一部を残すと共に基部被覆

部を切断することによりフランジ部１６を形成し、その端末部にエ

ンドキャップ３が射出成形されているベルトモールディングＭ。

3.　本件審決の要旨

本件審決のうち、当該部分についての判断の要旨は、以下の

とおりです。

 甲１発明１において、「やや下方に延びる段差部」を「ほぼ水

平に延びる段差部」とする理由は無く、ベルトラインモールに

おいて、「ほぼ水平に延びる段差部」を有する構成とすること

は、本件特許出願前に周知の技術でもない。

 Xは、甲第２号証には、「ガラスアウタウエザストリップにおい

て、ドアガラスに摺接するガラスシールリップを有するととも

に突出部の車内側に有する段差と、当該段差の下部から内

側方向にほぼ水平に延びる水平部を有していること。」が記

載されており、これが、「ほぼ水平」に延びる段差部とすること

が、当業者が容易に想到し得るものであることの理由である

旨主張するが、甲２記載事項は、車内側側壁が「ほぼ水平に

延びる段差部」を有する構成とすることを示すものではない。

図５から、「ほぼ水平に延びる段差部」が看取できるとしても、

甲第２号証には、「図５に示すように突出部43ｂの内部に凹部

を設けたため、突出部43ｂの肉厚の厚い部分がなくなり、均

一な肉厚となった。そのため、ガラスアウタウエザストリップ３

を所定の寸法に切断するとき、硬質部材からなる取付基部４

の厚肉部分が無くなり切断が容易である。また取付基部４の

肉厚が均一となり、押出成形時のバランスがよくなるととも

に、成形後の熱収縮等による取付基部４のヒケが生じない。」

と記載されているように、硬質部材からなる取付基部４の厚肉

部分を無くし肉厚を均一にするためであるから、甲２記載事項

は、甲１発明１において、「やや下方に延びる段差部」を「ほぼ

水平に延びる段差部」とすることが容易であるということの根

拠とはならない。よって、Xの主張は当を得ない。

したがって、上記相違点１に係る本件発明１の発明特定事項

は、甲１発明１及び甲２記載事項から、当業者が容易に想到

できたものではない。

4.　本判決の要旨

本判決のうち、当該部分に係る判断の要旨は、以下のとおり

です。

 本件明細書には、段差部が縦フランジ部の下部から内側方

向に「ほぼ水平に」延びることの技術的意義についての記載

はない。また、本件発明は、端末の剛性に優れるベルトライン

モールを提供するために、ドアフレームの表面に位置する部

分は縦フランジ部を残して、水切りリップや引掛けフランジ部を

切除できるようにし、モール本体部と縦フランジ部とで略C断

面形状を形成しつつ断面剛性を確保したというものであり、

ベルトラインモールの端末では、ドアフレームの表面に位置す

る部分は縦フランジ部を残して切除されるものであって、段差

部も切除されるのであるから、段差部が「ほぼ水平に」に延び

ても「やや下方」に延びても、本件発明の作用効果に何ら影

響するものではない。そうすると、段差部が「ほぼ水平に」延び

るものとすることについて何らかの技術的意義があるとは認

められない。

甲１発明１においても、段差部が縦フランジ部の下部から昇降

窓ガラス側方向（内側方向）に「やや下方に」延びることに何

らかの技術的意義があるとは認められず、甲１発明１におい

て「やや下方に」延びる段差部を「ほぼ水平に」延びるように

構成することは、当業者が適宜なし得る設計的事項にすぎな

いというべきである。

 甲１発明１において段差部に設計的変更を加え、これを「ほ

ぼ水平に」することは、当業者が容易に想到できたものと認

めるのが相当である。

５．若干の考察

本件発明１と甲１発明１との相違点に技術的意義があるとは

認められないと指摘し、甲１発明１において「やや下方に」延び

る段差部を「ほぼ水平に」延びるように構成することは、当業者

が適宜なし得る設計的事項にすぎないとして進歩性を否定した

点が、本件審決と比較した場合の本判決の特徴と言えます。

引用発明との相違点について技術的意義がない旨や設計

的事項にすぎない旨を述べて発明の進歩性を否定する判断を

した裁判例は少なからず存在しますので、本判決の上記部分

は特段目新しい判断理由を示したものではありません。

しかしながら、発明の進歩性判断について、特許庁の判断を

知財高裁が否定した事例であり、判決の理由部分を審決と比

較して具体的に確認しておくことは有益であると考え、ご紹介し

た次第です。

意匠の新規性喪失の例外の適用が否定された事例
知財高裁（3部）令和5年6月12日判決〔瓦意匠事件〕

ウェブサイトに掲載された比較的短い文章の著作物性を認めた事例
知財高裁（2部）令和5年3月16日判決〔将棋マナー説明文章事件〕

意 匠

知財高裁（2部）令和5年7月25日判決〔車両ドアのベルトラインモール事件〕

審 決 取 消

著  作  権

セミナーのご案内

著  作  権著  作  権
営業秘密として主張された情報が、抽象的にすぎ、
　営業秘密該当性を判断できないとされた事例
大阪地裁（26部）令和5年7月3日判決〔UCN実験装置使用差止等請求事件〕

著  作  権不 正 競 争

執筆情報のご案内
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項2号）違反の無効理由があるとして無効審判を請求しました。

特許庁は、Yによる本件特許の特許請求の範囲及び明細書

の記載の訂正請求について訂正を認めるとともに（訂正後の請
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本件特許を無効とすることはできないと判断し、「本件審判の請

求は、成り立たない。」との審決（「本件審決」）をしました（無効

2021-800095事件）。

これに対し、Xが、本件審決の進歩性欠如に係る判断に誤り

がある等として、取消しを求めて本件訴訟を提起したところ、本

判決は、①本件発明１には甲１発明１に基づく進歩性欠如の無

効理由があり、本件発明１の進歩性に係る本件審決の判断に

は誤りがある、②本件発明２には、甲１発明２に基づく進歩性欠

如の無効理由があり、本件発明２の進歩性に係る本件審決の

判断には誤りがあるとして、取消事由に理由があると認め、本件

審決を取り消しました。

本稿では、①本件発明１の甲１発明１に基づく進歩性欠如の

無効理由のうち、本件発明１と甲１発明１との相違点１（「縦フラ

ンジ部の下部から内側方向に延びる段差部」に関して、本件発

明１においては、縦フランジ部の下部から内側方向に「ほぼ水

平に」延びる段差部であるのに対して、甲１発明１においては、

縦フランジ部の下部から昇降窓ガラス側方向に「やや下方に」
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本件発明は、車両ドアのドアガラス昇降部に装着されるベル

トラインモールに関するものですが、前提として、発明の全体像

をご紹介しておいた方がわかりやすいと思いますので、概要を

ご説明しておきます。明細書には、次のような説明があります。

 車両のドアパネルは、ドア外面を形成するアウタパネルとド

ア内面を形成するインナパネルからなるものであり、アウタパ

ネルの上縁部には、ドアガラスの外面と摺接し、雨水を切る

ための水切りリップ（シールリップ）を有するベルトラインモー

ル（モールディング）が装着されており、ベルトラインモール

は、車両の外面のベルトラインを装飾する意匠モールとして

の役割があることから、ドアフレームの表面からドアガラス昇

降部（アウタパネル上縁部）まで連続的に配設するデザイン

モールも採用されているところ、この種のベルトラインモール

では、ドアフレームの表面に位置する部分の水切りリップを

切除する必要があるので、従来は、ベルトラインモールの端

部において意匠部を残すように水切りリップ等を切除すると

剛性不足となり、別部材のエンドキャップを取り付けることが

できないためにエンド部材を射出成形にてモール本体部に

一体化するなどしていたが、射出成形による一体化には専用

設備が必要となるだけでなく、射出成形されるエンド部材と

モール本体との間にラップ代が必要となるために外観意匠

性に劣るという問題があった（【０００２】）。

 これらの問題を解決するために、本件発明は、端末の剛性に

優れるとともに外観デザインの全長にわたった連続性に優

れ、ドアガラスとのシール性が高いベルトラインモールの提

供を目的とし（【０００４】）、ベルトラインモールを、特許請求の

範囲記載の構成とすることにより（【０００５】）、モール本体部

の上部から下に折り返した縦フランジ部を有し、ドアフレーム

の表面に位置する部分は縦フランジ部を残して、水切りリップ

相違点に技術的意義があるとは認められず設計的事項にすぎないことを理由に
進歩性が否定され、特許無効審判請求に対する不成立審決が取り消された事例

松 本 健 男

次ページへ続く

や引掛けフランジ部を切除できるようにし、モール本体部と縦

フランジ部とで略Ｃ断面形状を形成しつつ断面剛性を確保し

たので、ベルトラインモールの端末部に別物品としてのエンド

キャップを取り付けることができるという効果を奏し、また、縦フ

ランジ部の下部側に引掛けフランジ部を有するステップ断面

形状に形成したので、水切りリップとこの水切りリップの外側

の側面をサブリップで押圧するように二重リップ構造とする

こともでき、このように二重リップ構造にすると 段差凹部に埃

等がたまるのを防止するだけでなく、ドアガラスに対するシー

ル性が向上するという効果を奏するものである（【０００９】）。

本件発明のうち、今回焦点を当てる本件発明１の請求項は、

次のようなものです（下線は引用者が付しました）。

【本件発明１】

車両ドアに装着されるベルトラインモールであって、

ベルトラインモールはドアガラス昇降部からドアフレームの表

面にわたって延在するモール本体部と、

当該モール本体部の上部から内側下方に折り返したステップ

断面形状部を有し、

前記ステップ断面形状部は、ドアガラスに摺接する水切りリップ

を有するとともに前記モール本体部の上部から下に向けて折り

返した縦フランジ部と、当該縦フランジ部の下部から内側方向

にほぼ水平に延びる段差部と、前記段差部の端部より下側に延

在させた引掛けフランジ部を有し、

前記ドアガラス昇降部はモール本体部と引掛けフランジ部とで

ドアのアウタパネルの上縁部に挟持装着され、

前記ドアフレームの表面に位置する端部側の部分は前記縦フ

ランジ部が残るように前記水切りリップ、前記段差部及び引掛け

フランジ部を切除してあり、前記端部はエンドキャップを取り付

けることができる断面剛性を有していることを特徴とするベルト

ラインモール。

これに対し、甲１発明１は、本件審決及び本判決によると、次

のようなものです（下線は引用者が付しました）。

【甲１発明１】

車体のドア上縁片に沿って嵌着固定されるベルトモールディング

Ｍであって、ベルトモールディングＭは昇降窓ガラスからドアサッ

シにわたって延在する外表面部被覆部及び頂部被覆部と、

前記頂部被覆部から下方に折り返した基部被覆部を有し、

前記基部被覆部は、昇降窓ガラスに向けて斜めに突出しガラス

窓に当接する上下のリップ１４、１５を有するとともに前記頂部被

覆部から下に向けて折り返した縦フランジ部と、当該縦フランジ

部の下部から昇降窓ガラス側方向にやや下方に延びる段差部

と、前記段差部の端部より下側に延在させた部分を有し、

前記ベルトモールディングＭは、車体側のドアパネルＰに押込

んで取付けられ、

前記ドアサッシの表面に位置する端末部の長手方向を所定の

長さに亘って前記頂部被覆部側の一部を残すと共に基部被覆

部を切断することによりフランジ部１６を形成し、その端末部にエ

ンドキャップ３が射出成形されているベルトモールディングＭ。

3.　本件審決の要旨

本件審決のうち、当該部分についての判断の要旨は、以下の

とおりです。

 甲１発明１において、「やや下方に延びる段差部」を「ほぼ水

平に延びる段差部」とする理由は無く、ベルトラインモールに

おいて、「ほぼ水平に延びる段差部」を有する構成とすること

は、本件特許出願前に周知の技術でもない。

 Xは、甲第２号証には、「ガラスアウタウエザストリップにおい

て、ドアガラスに摺接するガラスシールリップを有するととも

に突出部の車内側に有する段差と、当該段差の下部から内

側方向にほぼ水平に延びる水平部を有していること。」が記

載されており、これが、「ほぼ水平」に延びる段差部とすること

が、当業者が容易に想到し得るものであることの理由である

旨主張するが、甲２記載事項は、車内側側壁が「ほぼ水平に

延びる段差部」を有する構成とすることを示すものではない。

図５から、「ほぼ水平に延びる段差部」が看取できるとしても、

甲第２号証には、「図５に示すように突出部43ｂの内部に凹部

を設けたため、突出部43ｂの肉厚の厚い部分がなくなり、均

一な肉厚となった。そのため、ガラスアウタウエザストリップ３

を所定の寸法に切断するとき、硬質部材からなる取付基部４

の厚肉部分が無くなり切断が容易である。また取付基部４の

知財高裁（2部）令和5年7月25日判決（令和4年（行ケ）第10111号）裁判所ウェブサイト〔車両ドアのベルトラインモール事件〕

肉厚が均一となり、押出成形時のバランスがよくなるととも

に、成形後の熱収縮等による取付基部４のヒケが生じない。」

と記載されているように、硬質部材からなる取付基部４の厚肉

部分を無くし肉厚を均一にするためであるから、甲２記載事項

は、甲１発明１において、「やや下方に延びる段差部」を「ほぼ

水平に延びる段差部」とすることが容易であるということの根

拠とはならない。よって、Xの主張は当を得ない。

したがって、上記相違点１に係る本件発明１の発明特定事項

は、甲１発明１及び甲２記載事項から、当業者が容易に想到

できたものではない。

4.　本判決の要旨

本判決のうち、当該部分に係る判断の要旨は、以下のとおり

です。

 本件明細書には、段差部が縦フランジ部の下部から内側方

向に「ほぼ水平に」延びることの技術的意義についての記載

はない。また、本件発明は、端末の剛性に優れるベルトライン

モールを提供するために、ドアフレームの表面に位置する部

分は縦フランジ部を残して、水切りリップや引掛けフランジ部を

切除できるようにし、モール本体部と縦フランジ部とで略C断

面形状を形成しつつ断面剛性を確保したというものであり、

ベルトラインモールの端末では、ドアフレームの表面に位置す

る部分は縦フランジ部を残して切除されるものであって、段差

部も切除されるのであるから、段差部が「ほぼ水平に」に延び

ても「やや下方」に延びても、本件発明の作用効果に何ら影

響するものではない。そうすると、段差部が「ほぼ水平に」延び

るものとすることについて何らかの技術的意義があるとは認

められない。

甲１発明１においても、段差部が縦フランジ部の下部から昇降

窓ガラス側方向（内側方向）に「やや下方に」延びることに何

らかの技術的意義があるとは認められず、甲１発明１におい

て「やや下方に」延びる段差部を「ほぼ水平に」延びるように

構成することは、当業者が適宜なし得る設計的事項にすぎな

いというべきである。

 甲１発明１において段差部に設計的変更を加え、これを「ほ

ぼ水平に」することは、当業者が容易に想到できたものと認

めるのが相当である。

５．若干の考察

本件発明１と甲１発明１との相違点に技術的意義があるとは

認められないと指摘し、甲１発明１において「やや下方に」延び

る段差部を「ほぼ水平に」延びるように構成することは、当業者

が適宜なし得る設計的事項にすぎないとして進歩性を否定した

点が、本件審決と比較した場合の本判決の特徴と言えます。

引用発明との相違点について技術的意義がない旨や設計

的事項にすぎない旨を述べて発明の進歩性を否定する判断を

した裁判例は少なからず存在しますので、本判決の上記部分

は特段目新しい判断理由を示したものではありません。

しかしながら、発明の進歩性判断について、特許庁の判断を

知財高裁が否定した事例であり、判決の理由部分を審決と比

較して具体的に確認しておくことは有益であると考え、ご紹介し

た次第です。

松 本  健 男

裁判例はこちら

PROFILEはこちら

https://www.ohebashi.com/jp/lawyers/matsumoto_takeo.php
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1.　事案の概要

本件は、特許無効審判請求に対する不成立審決の取消訴訟

です。Yは、発明の名称を「車両ドアのベルトラインモール」とする

特許（特許第6062746号。「本件特許」。）の特許権者であったとこ

ろ、Xが、本件特許について、甲１（特公平2-11419号公報）に基づ

く進歩性（特許法29条2項）欠如及び明確性要件（特許法36条6

項2号）違反の無効理由があるとして無効審判を請求しました。

特許庁は、Yによる本件特許の特許請求の範囲及び明細書

の記載の訂正請求について訂正を認めるとともに（訂正後の請

求項１に係る発明を「本件発明１」、請求項２に係る発明を「本件

発明２」。合わせて「本件発明」。）、いずれの無効理由によっても

本件特許を無効とすることはできないと判断し、「本件審判の請

求は、成り立たない。」との審決（「本件審決」）をしました（無効

2021-800095事件）。

これに対し、Xが、本件審決の進歩性欠如に係る判断に誤り

がある等として、取消しを求めて本件訴訟を提起したところ、本

判決は、①本件発明１には甲１発明１に基づく進歩性欠如の無

効理由があり、本件発明１の進歩性に係る本件審決の判断に

は誤りがある、②本件発明２には、甲１発明２に基づく進歩性欠

如の無効理由があり、本件発明２の進歩性に係る本件審決の

判断には誤りがあるとして、取消事由に理由があると認め、本件

審決を取り消しました。

本稿では、①本件発明１の甲１発明１に基づく進歩性欠如の

無効理由のうち、本件発明１と甲１発明１との相違点１（「縦フラ

ンジ部の下部から内側方向に延びる段差部」に関して、本件発

明１においては、縦フランジ部の下部から内側方向に「ほぼ水

平に」延びる段差部であるのに対して、甲１発明１においては、

縦フランジ部の下部から昇降窓ガラス側方向に「やや下方に」

延びる段差部である点）についての判断部分の要旨に絞ってご

紹介します。

2.　本件発明の概要

本件発明は、車両ドアのドアガラス昇降部に装着されるベル

トラインモールに関するものですが、前提として、発明の全体像

をご紹介しておいた方がわかりやすいと思いますので、概要を

ご説明しておきます。明細書には、次のような説明があります。

 車両のドアパネルは、ドア外面を形成するアウタパネルとド

ア内面を形成するインナパネルからなるものであり、アウタパ

ネルの上縁部には、ドアガラスの外面と摺接し、雨水を切る

ための水切りリップ（シールリップ）を有するベルトラインモー

ル（モールディング）が装着されており、ベルトラインモール

は、車両の外面のベルトラインを装飾する意匠モールとして

の役割があることから、ドアフレームの表面からドアガラス昇

降部（アウタパネル上縁部）まで連続的に配設するデザイン

モールも採用されているところ、この種のベルトラインモール

では、ドアフレームの表面に位置する部分の水切りリップを

切除する必要があるので、従来は、ベルトラインモールの端

部において意匠部を残すように水切りリップ等を切除すると

剛性不足となり、別部材のエンドキャップを取り付けることが

できないためにエンド部材を射出成形にてモール本体部に

一体化するなどしていたが、射出成形による一体化には専用

設備が必要となるだけでなく、射出成形されるエンド部材と

モール本体との間にラップ代が必要となるために外観意匠

性に劣るという問題があった（【０００２】）。

 これらの問題を解決するために、本件発明は、端末の剛性に

優れるとともに外観デザインの全長にわたった連続性に優

れ、ドアガラスとのシール性が高いベルトラインモールの提

供を目的とし（【０００４】）、ベルトラインモールを、特許請求の

範囲記載の構成とすることにより（【０００５】）、モール本体部

の上部から下に折り返した縦フランジ部を有し、ドアフレーム

の表面に位置する部分は縦フランジ部を残して、水切りリップ

本ニュースレターの発行元は弁護士法人大江橋法律事務所です。弁護士法人大江橋法律事務所は、1981年に設立された日本の総合法律事務所です。東京、大阪、名古屋、海外は上海に
オフィスを構えており、主に企業法務を中心とした法的サービスを提供しております。本ニュースレターの内容は、一般的な情報提供に止まるものであり、個別具体的なケースに関する法
的アドバイスを想定したものではありません。本ニュースレターの内容につきましては、一切の責任を負わないものとさせて頂きます。法律・裁判例に関する情報及びその対応等については
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や引掛けフランジ部を切除できるようにし、モール本体部と縦

フランジ部とで略Ｃ断面形状を形成しつつ断面剛性を確保し

たので、ベルトラインモールの端末部に別物品としてのエンド

キャップを取り付けることができるという効果を奏し、また、縦フ

ランジ部の下部側に引掛けフランジ部を有するステップ断面

形状に形成したので、水切りリップとこの水切りリップの外側

の側面をサブリップで押圧するように二重リップ構造とする

こともでき、このように二重リップ構造にすると 段差凹部に埃

等がたまるのを防止するだけでなく、ドアガラスに対するシー

ル性が向上するという効果を奏するものである（【０００９】）。

本件発明のうち、今回焦点を当てる本件発明１の請求項は、

次のようなものです（下線は引用者が付しました）。　

【本件発明１】

車両ドアに装着されるベルトラインモールであって、

ベルトラインモールはドアガラス昇降部からドアフレームの表

面にわたって延在するモール本体部と、

当該モール本体部の上部から内側下方に折り返したステップ

断面形状部を有し、

前記ステップ断面形状部は、ドアガラスに摺接する水切りリップ

を有するとともに前記モール本体部の上部から下に向けて折り

返した縦フランジ部と、当該縦フランジ部の下部から内側方向

にほぼ水平に延びる段差部と、前記段差部の端部より下側に延

在させた引掛けフランジ部を有し、

前記ドアガラス昇降部はモール本体部と引掛けフランジ部とで

ドアのアウタパネルの上縁部に挟持装着され、

前記ドアフレームの表面に位置する端部側の部分は前記縦フ

ランジ部が残るように前記水切りリップ、前記段差部及び引掛け

フランジ部を切除してあり、前記端部はエンドキャップを取り付

けることができる断面剛性を有していることを特徴とするベルト

ラインモール。

これに対し、甲１発明１は、本件審決及び本判決によると、次

のようなものです（下線は引用者が付しました）。

【甲１発明１】

車体のドア上縁片に沿って嵌着固定されるベルトモールディング

Ｍであって、ベルトモールディングＭは昇降窓ガラスからドアサッ

シにわたって延在する外表面部被覆部及び頂部被覆部と、

前記頂部被覆部から下方に折り返した基部被覆部を有し、

前記基部被覆部は、昇降窓ガラスに向けて斜めに突出しガラス

窓に当接する上下のリップ１４、１５を有するとともに前記頂部被

覆部から下に向けて折り返した縦フランジ部と、当該縦フランジ

部の下部から昇降窓ガラス側方向にやや下方に延びる段差部

と、前記段差部の端部より下側に延在させた部分を有し、

前記ベルトモールディングＭは、車体側のドアパネルＰに押込

んで取付けられ、

前記ドアサッシの表面に位置する端末部の長手方向を所定の

長さに亘って前記頂部被覆部側の一部を残すと共に基部被覆

部を切断することによりフランジ部１６を形成し、その端末部にエ

ンドキャップ３が射出成形されているベルトモールディングＭ。

3.　本件審決の要旨

本件審決のうち、当該部分についての判断の要旨は、以下の

とおりです。

 甲１発明１において、「やや下方に延びる段差部」を「ほぼ水

平に延びる段差部」とする理由は無く、ベルトラインモールに

おいて、「ほぼ水平に延びる段差部」を有する構成とすること

は、本件特許出願前に周知の技術でもない。

 Xは、甲第２号証には、「ガラスアウタウエザストリップにおい

て、ドアガラスに摺接するガラスシールリップを有するととも

に突出部の車内側に有する段差と、当該段差の下部から内

側方向にほぼ水平に延びる水平部を有していること。」が記

載されており、これが、「ほぼ水平」に延びる段差部とすること

が、当業者が容易に想到し得るものであることの理由である

旨主張するが、甲２記載事項は、車内側側壁が「ほぼ水平に

延びる段差部」を有する構成とすることを示すものではない。

図５から、「ほぼ水平に延びる段差部」が看取できるとしても、

甲第２号証には、「図５に示すように突出部43ｂの内部に凹部

を設けたため、突出部43ｂの肉厚の厚い部分がなくなり、均

一な肉厚となった。そのため、ガラスアウタウエザストリップ３

を所定の寸法に切断するとき、硬質部材からなる取付基部４

の厚肉部分が無くなり切断が容易である。また取付基部４の

肉厚が均一となり、押出成形時のバランスがよくなるととも

に、成形後の熱収縮等による取付基部４のヒケが生じない。」

と記載されているように、硬質部材からなる取付基部４の厚肉

部分を無くし肉厚を均一にするためであるから、甲２記載事項

は、甲１発明１において、「やや下方に延びる段差部」を「ほぼ

水平に延びる段差部」とすることが容易であるということの根

拠とはならない。よって、Xの主張は当を得ない。

 したがって、上記相違点１に係る本件発明１の発明特定事項

は、甲１発明１及び甲２記載事項から、当業者が容易に想到

できたものではない。

4.　本判決の要旨

本判決のうち、当該部分に係る判断の要旨は、以下のとおり

です。

 本件明細書には、段差部が縦フランジ部の下部から内側方

向に「ほぼ水平に」延びることの技術的意義についての記載

はない。また、本件発明は、端末の剛性に優れるベルトライン

モールを提供するために、ドアフレームの表面に位置する部

分は縦フランジ部を残して、水切りリップや引掛けフランジ部を

切除できるようにし、モール本体部と縦フランジ部とで略C断

面形状を形成しつつ断面剛性を確保したというものであり、

ベルトラインモールの端末では、ドアフレームの表面に位置す

る部分は縦フランジ部を残して切除されるものであって、段差

部も切除されるのであるから、段差部が「ほぼ水平に」に延び

ても「やや下方」に延びても、本件発明の作用効果に何ら影

響するものではない。そうすると、段差部が「ほぼ水平に」延び

るものとすることについて何らかの技術的意義があるとは認

められない。

 甲１発明１においても、段差部が縦フランジ部の下部から昇降

窓ガラス側方向（内側方向）に「やや下方に」延びることに何

らかの技術的意義があるとは認められず、甲１発明１におい

て「やや下方に」延びる段差部を「ほぼ水平に」延びるように

構成することは、当業者が適宜なし得る設計的事項にすぎな

いというべきである。

 甲１発明１において段差部に設計的変更を加え、これを「ほ

ぼ水平に」することは、当業者が容易に想到できたものと認

めるのが相当である。

５．若干の考察

本件発明１と甲１発明１との相違点に技術的意義があるとは

認められないと指摘し、甲１発明１において「やや下方に」延び

る段差部を「ほぼ水平に」延びるように構成することは、当業者

が適宜なし得る設計的事項にすぎないとして進歩性を否定した

点が、本件審決と比較した場合の本判決の特徴と言えます。

引用発明との相違点について技術的意義がない旨や設計

的事項にすぎない旨を述べて発明の進歩性を否定する判断を

した裁判例は少なからず存在しますので、本判決の上記部分

は特段目新しい判断理由を示したものではありません。

しかしながら、発明の進歩性判断について、特許庁の判断を

知財高裁が否定した事例であり、判決の理由部分を審決と比

較して具体的に確認しておくことは有益であると考え、ご紹介し

た次第です。

次ページへ続く
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１. 事案の概要

本件は、Xら（X1は建設会社、X2は設計事務所）が、意匠に係

る物品を「瓦」とする意匠（登録第1663938号、「本件意匠」）に

ついて、本件意匠の権利者であるYら（Y1は瓦製造会社）に対

して、意匠登録無効審判を請求したところ、令和4年12月13日、

特許庁が当該審判請求は成り立たないとする審決（「本件審

決」）をしたため、本件審決の取消しを求めて知財高裁に訴えを

提起した事案です。

２. 背景事実

・  H28.7.14 石垣市が、市役所新庁舎建設の公募による設計

者選定作業のための最終審査の公開プレゼンテーション・ヒ

アリングを行った。X2が提出したプレゼンテーション資料に

は、屋根の赤瓦に漆喰の白い模様が示されていた。

・ H28.8.8 石垣市は新庁舎の建設工事の設計をX2らに発注

した。Y1とX2はこの頃から、新庁舎の屋根に用いる瓦の施工

に関連して関係を持つようになった。

・  H29.2.16 Y1の代表者がX2の従業員に、瓦（「本件模様瓦」）

のパンフレット（「本件パンフレット」）及び写真（「本件写真」）

を交付した。

・  H29.2.19 X2の代表者が、石垣市新庁舎基本設計説明会

（「本件説明会」）で、新庁舎の設計コンセプトを説明し、Y1ら

が発明した「しっくいの代わりに上薬を使った赤瓦」を使用す

ることを報告した。

・ H29.6.19 Yらは、本件意匠に係る出願の元となる特許出願

を行った。同出願では、本件説明会での公開について、「発明

の新規性の喪失の例外の規定の適用を受けるための証明

書」（「本件証明書」）を提出していた。

・  R2.6.30 Yらは本件意匠につき設定登録を受けた。

３. 本件審決

Xらは、審判手続において、①本件意匠は意匠登録出願前に

公然知られた瓦の意匠である「万葉」に釉薬を塗布して焼成し、

疑似漆喰模様を施した本件模様瓦の意匠に類似しているとこ

ろ、本件模様瓦の意匠は本件パンフレット及び本件写真の交付

により公然実施されたものであるから、新規性喪失により意匠

登録を受けることができない、②本件意匠の出願・登録は、本件

意匠の共同創作者であるX2の代表者やX2に無断でなされて

おり、共同出願に違反している、との無効理由を主張しました。

本件審決は、①につき、本件模様瓦の意匠は、本件パンフ

レット及び本件写真を平成29年2月16日にX2に交付したことに

より、本件意匠出願前に公然知られた意匠となったが、本件模

様瓦の意匠は、その背面、右側面及び底面の形状が不明であ

り、瓦を観察する需要者は、左側面形状、右側面形状及び底面

形状に注意を払うというべきであるから、それら形状が不明な

本件模様瓦と本件意匠との相違が両意匠の類否判断に及ぼ

す影響は大きく、背面の形態についても不明であることの類否

判断に及ぼす影響も小さくはないから、これら相違点が類否判

断に及ぼす影響が大きいことを考慮すると、本件意匠は本件

模様瓦の意匠に類似しないと認定しました。また、②について

は、X2の代表者が本件意匠の創作をしたということはできない

ので、共同出願に違反してなされたものとはいえないと認定し

ました。

4. 裁判所の判断

Xらは、本件訴訟において、上記①及び②の無効理由の判断

の誤りを取消事由として主張しました。知財高裁は、②に関する

取消事由は理由がないとしつつ、①に関する取消事由を認め、

本件審決を取り消しました。本稿では①を取り上げます。

1.　事案の概要

本件は、特許無効審判請求に対する不成立審決の取消訴訟

です。Yは、発明の名称を「車両ドアのベルトラインモール」とする

特許（特許第6062746号。「本件特許」。）の特許権者であったとこ

ろ、Xが、本件特許について、甲１（特公平2-11419号公報）に基づ

く進歩性（特許法29条2項）欠如及び明確性要件（特許法36条6

項2号）違反の無効理由があるとして無効審判を請求しました。

特許庁は、Yによる本件特許の特許請求の範囲及び明細書

の記載の訂正請求について訂正を認めるとともに（訂正後の請

求項１に係る発明を「本件発明１」、請求項２に係る発明を「本件

発明２」。合わせて「本件発明」。）、いずれの無効理由によっても

本件特許を無効とすることはできないと判断し、「本件審判の請

求は、成り立たない。」との審決（「本件審決」）をしました（無効

2021-800095事件）。

これに対し、Xが、本件審決の進歩性欠如に係る判断に誤り

がある等として、取消しを求めて本件訴訟を提起したところ、本

判決は、①本件発明１には甲１発明１に基づく進歩性欠如の無

効理由があり、本件発明１の進歩性に係る本件審決の判断に

は誤りがある、②本件発明２には、甲１発明２に基づく進歩性欠

如の無効理由があり、本件発明２の進歩性に係る本件審決の

判断には誤りがあるとして、取消事由に理由があると認め、本件

審決を取り消しました。

本稿では、①本件発明１の甲１発明１に基づく進歩性欠如の

無効理由のうち、本件発明１と甲１発明１との相違点１（「縦フラ

ンジ部の下部から内側方向に延びる段差部」に関して、本件発

明１においては、縦フランジ部の下部から内側方向に「ほぼ水

平に」延びる段差部であるのに対して、甲１発明１においては、

縦フランジ部の下部から昇降窓ガラス側方向に「やや下方に」

延びる段差部である点）についての判断部分の要旨に絞ってご

紹介します。

2.　本件発明の概要

本件発明は、車両ドアのドアガラス昇降部に装着されるベル

トラインモールに関するものですが、前提として、発明の全体像

をご紹介しておいた方がわかりやすいと思いますので、概要を

ご説明しておきます。明細書には、次のような説明があります。

 車両のドアパネルは、ドア外面を形成するアウタパネルとド

ア内面を形成するインナパネルからなるものであり、アウタパ

ネルの上縁部には、ドアガラスの外面と摺接し、雨水を切る

ための水切りリップ（シールリップ）を有するベルトラインモー

ル（モールディング）が装着されており、ベルトラインモール

は、車両の外面のベルトラインを装飾する意匠モールとして

の役割があることから、ドアフレームの表面からドアガラス昇

降部（アウタパネル上縁部）まで連続的に配設するデザイン

モールも採用されているところ、この種のベルトラインモール

では、ドアフレームの表面に位置する部分の水切りリップを

切除する必要があるので、従来は、ベルトラインモールの端

部において意匠部を残すように水切りリップ等を切除すると

剛性不足となり、別部材のエンドキャップを取り付けることが

できないためにエンド部材を射出成形にてモール本体部に

一体化するなどしていたが、射出成形による一体化には専用

設備が必要となるだけでなく、射出成形されるエンド部材と

モール本体との間にラップ代が必要となるために外観意匠

性に劣るという問題があった（【０００２】）。

これらの問題を解決するために、本件発明は、端末の剛性に

優れるとともに外観デザインの全長にわたった連続性に優

れ、ドアガラスとのシール性が高いベルトラインモールの提

供を目的とし（【０００４】）、ベルトラインモールを、特許請求の

範囲記載の構成とすることにより（【０００５】）、モール本体部

の上部から下に折り返した縦フランジ部を有し、ドアフレーム

の表面に位置する部分は縦フランジ部を残して、水切りリップ

や引掛けフランジ部を切除できるようにし、モール本体部と縦

フランジ部とで略Ｃ断面形状を形成しつつ断面剛性を確保し

たので、ベルトラインモールの端末部に別物品としてのエンド

キャップを取り付けることができるという効果を奏し、また、縦フ

ランジ部の下部側に引掛けフランジ部を有するステップ断面

形状に形成したので、水切りリップとこの水切りリップの外側

の側面をサブリップで押圧するように二重リップ構造とする

こともでき、このように二重リップ構造にすると 段差凹部に埃

等がたまるのを防止するだけでなく、ドアガラスに対するシー

ル性が向上するという効果を奏するものである（【０００９】）。

本件発明のうち、今回焦点を当てる本件発明１の請求項は、

次のようなものです（下線は引用者が付しました）。

【本件発明１】

車両ドアに装着されるベルトラインモールであって、

ベルトラインモールはドアガラス昇降部からドアフレームの表

面にわたって延在するモール本体部と、

当該モール本体部の上部から内側下方に折り返したステップ

断面形状部を有し、

前記ステップ断面形状部は、ドアガラスに摺接する水切りリップ

を有するとともに前記モール本体部の上部から下に向けて折り

返した縦フランジ部と、当該縦フランジ部の下部から内側方向

にほぼ水平に延びる段差部と、前記段差部の端部より下側に延

在させた引掛けフランジ部を有し、

前記ドアガラス昇降部はモール本体部と引掛けフランジ部とで

ドアのアウタパネルの上縁部に挟持装着され、

前記ドアフレームの表面に位置する端部側の部分は前記縦フ

ランジ部が残るように前記水切りリップ、前記段差部及び引掛け

フランジ部を切除してあり、前記端部はエンドキャップを取り付

けることができる断面剛性を有していることを特徴とするベルト

ラインモール。

これに対し、甲１発明１は、本件審決及び本判決によると、次

のようなものです（下線は引用者が付しました）。

【甲１発明１】

車体のドア上縁片に沿って嵌着固定されるベルトモールディング

Ｍであって、ベルトモールディングＭは昇降窓ガラスからドアサッ

シにわたって延在する外表面部被覆部及び頂部被覆部と、

前記頂部被覆部から下方に折り返した基部被覆部を有し、

前記基部被覆部は、昇降窓ガラスに向けて斜めに突出しガラス

窓に当接する上下のリップ１４、１５を有するとともに前記頂部被

覆部から下に向けて折り返した縦フランジ部と、当該縦フランジ

部の下部から昇降窓ガラス側方向にやや下方に延びる段差部

と、前記段差部の端部より下側に延在させた部分を有し、

前記ベルトモールディングＭは、車体側のドアパネルＰに押込

んで取付けられ、

前記ドアサッシの表面に位置する端末部の長手方向を所定の

長さに亘って前記頂部被覆部側の一部を残すと共に基部被覆

部を切断することによりフランジ部１６を形成し、その端末部にエ

ンドキャップ３が射出成形されているベルトモールディングＭ。

3.　本件審決の要旨

本件審決のうち、当該部分についての判断の要旨は、以下の

とおりです。

 甲１発明１において、「やや下方に延びる段差部」を「ほぼ水

平に延びる段差部」とする理由は無く、ベルトラインモールに

おいて、「ほぼ水平に延びる段差部」を有する構成とすること

は、本件特許出願前に周知の技術でもない。

 Xは、甲第２号証には、「ガラスアウタウエザストリップにおい

て、ドアガラスに摺接するガラスシールリップを有するととも

に突出部の車内側に有する段差と、当該段差の下部から内

側方向にほぼ水平に延びる水平部を有していること。」が記

載されており、これが、「ほぼ水平」に延びる段差部とすること

が、当業者が容易に想到し得るものであることの理由である

旨主張するが、甲２記載事項は、車内側側壁が「ほぼ水平に

延びる段差部」を有する構成とすることを示すものではない。

図５から、「ほぼ水平に延びる段差部」が看取できるとしても、

甲第２号証には、「図５に示すように突出部43ｂの内部に凹部

を設けたため、突出部43ｂの肉厚の厚い部分がなくなり、均

一な肉厚となった。そのため、ガラスアウタウエザストリップ３

を所定の寸法に切断するとき、硬質部材からなる取付基部４

の厚肉部分が無くなり切断が容易である。また取付基部４の
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肉厚が均一となり、押出成形時のバランスがよくなるととも

に、成形後の熱収縮等による取付基部４のヒケが生じない。」

と記載されているように、硬質部材からなる取付基部４の厚肉

部分を無くし肉厚を均一にするためであるから、甲２記載事項

は、甲１発明１において、「やや下方に延びる段差部」を「ほぼ

水平に延びる段差部」とすることが容易であるということの根

拠とはならない。よって、Xの主張は当を得ない。

 したがって、上記相違点１に係る本件発明１の発明特定事項

は、甲１発明１及び甲２記載事項から、当業者が容易に想到

できたものではない。

4. 本判決の要旨

本判決のうち、当該部分に係る判断の要旨は、以下のとおり

です。

 本件明細書には、段差部が縦フランジ部の下部から内側方

向に「ほぼ水平に」延びることの技術的意義についての記載

はない。また、本件発明は、端末の剛性に優れるベルトライン

モールを提供するために、ドアフレームの表面に位置する部

分は縦フランジ部を残して、水切りリップや引掛けフランジ部を

切除できるようにし、モール本体部と縦フランジ部とで略C断

面形状を形成しつつ断面剛性を確保したというものであり、

ベルトラインモールの端末では、ドアフレームの表面に位置す

る部分は縦フランジ部を残して切除されるものであって、段差

部も切除されるのであるから、段差部が「ほぼ水平に」に延び

ても「やや下方」に延びても、本件発明の作用効果に何ら影

響するものではない。そうすると、段差部が「ほぼ水平に」延び

るものとすることについて何らかの技術的意義があるとは認

められない。

甲１発明１においても、段差部が縦フランジ部の下部から昇降

窓ガラス側方向（内側方向）に「やや下方に」延びることに何

らかの技術的意義があるとは認められず、甲１発明１におい

て「やや下方に」延びる段差部を「ほぼ水平に」延びるように

構成することは、当業者が適宜なし得る設計的事項にすぎな

いというべきである。

 甲１発明１において段差部に設計的変更を加え、これを「ほ

ぼ水平に」することは、当業者が容易に想到できたものと認

めるのが相当である。

５．若干の考察

本件発明１と甲１発明１との相違点に技術的意義があるとは

認められないと指摘し、甲１発明１において「やや下方に」延び

る段差部を「ほぼ水平に」延びるように構成することは、当業者

が適宜なし得る設計的事項にすぎないとして進歩性を否定した

点が、本件審決と比較した場合の本判決の特徴と言えます。

引用発明との相違点について技術的意義がない旨や設計

的事項にすぎない旨を述べて発明の進歩性を否定する判断を

した裁判例は少なからず存在しますので、本判決の上記部分

は特段目新しい判断理由を示したものではありません。

しかしながら、発明の進歩性判断について、特許庁の判断を

知財高裁が否定した事例であり、判決の理由部分を審決と比

較して具体的に確認しておくことは有益であると考え、ご紹介し

た次第です。

需要者に異なる印象をもたらすものとは認められないなどと判断

しました。新規性審査時の類否判断においては、物品の流通時

にのみ視覚観察される形状等が注意をひく程度は、原則として

他の部位よりも小さいとされており 、また、瓦は組み合わされて

（一部は外部から完全に隠れて）建物の屋根としての外観を構

成する物品であるため、知財高裁は、施主が重視する、瓦の施工

後の屋根全体の美観をより重視したとみることもできます。

（2） 新規性喪失の例外（意匠法4条2項）の適用要件

意匠登録を受ける権利を有する者の行為に起因して同一の

意匠が複数回公開された場合において、意匠法4条2項の規定

の適用を受けるためには、特許庁の運用では、原則として、それ

ぞれの｢公開の事実｣が｢証明する書面｣に記載されている必要

があります。ただし、先の公開に基づいて事後の公開が行われ

たという関係性がある場合には、先の公開の事実について証

明がなされれば、後の公開の事実の証明は不要となります（意

匠審査基準第Ⅲ部第3章5.1）³。

この点、新規性喪失の事実は、新規性を喪失した「意匠ごと」

に証明すれば足りるのか、それとも「公開行為ごと」に証明しな

ければならないのかについて争いがありますが、平成29年3月

31日改訂の意匠審査基準は、上記のとおり、後者の立場を取る

ことを明確化しました⁴。

本件で、知財高裁は、後者の立場に立ち、権利者の行為に起

因した公開行為が複数存在するような場合には、本来、それぞ

れにつき同項の適用を受ける手続を行う必要があるが、手続を

行った意匠の公開行為と実質的に同一とみることができるよう

な密接に関連する公開行為によって公開された場合には別個

の手続は不要と判示しています。判例では、2回目の公表行為

が権利者自身の行為ではなかった場合 や、最初の団体への販

売行為とは別の団体への販売行為であって、両団体の販売地

域や扱っている商品が異なっている場合⁵には、最初の行為の

証明書によってその後の行為に同項の適用を受けることはでき

ないとしています。後者の判決は特許侵害事件における特許法

30条2項の適用の可否についての判断ですが、今回の知財高

裁は、その判断を意匠の新規性喪失の例外の適用においても

踏襲したものとみることができます。

 (1) 本件意匠と本件模様瓦の意匠との類否判断

知財高裁は、登録意匠とそれ以外の意匠の類否判断は需要

者の視覚を通じて起こさせる美観に基づいて行われるところ、

本件意匠に係る物品である瓦は、瓦を施工する建築業者等の

みならず、瓦を注文して所有者等となる屋根工事の施主も重要

な需要者であり、建築業者等であっても、最終的には施工後に

施主から見た美観の観点を重視するというべきであるから、施

行する建築業者のみならず、施工後に施主が重視する美観の

観点からも行うべきとしました。

その上で、本件意匠と本件模様瓦は、基本的構成態様が同じ

であり、具体的構成態様における相違点や本件模様瓦の裏面

の不明な部分は、施工後は完全に隠れてしまう部分であることか

ら美観に影響を与えるものとは認めがたく、最も異なる本件意匠

の瓦表面の隆起も、瓦全体からみるとこの差異はごくわずかであ

り、特に施工後は隆起の程度も屋根全体からみて相対的に小さ

いことから、需要者は隆起の程度にまでは注意はいかないとし

て、本件意匠と本件模様瓦の意匠は類似すると判断しました。

 (2) 本件模様瓦の意匠は公然と知られたか

知財高裁は、本件審決と同様に、本件写真及び本件パンフ

レットには、本件模様瓦の意匠が開発中であることや、関係者に

対する内部的なものであるなどの記載はなかったこと、「秘」、「部

外秘」、「非公開資料」などの記載もなかったこと、送信したメー

ル本文にもそのような記載はなく、X2及びX2の従業員とYらとの

間で本件模様瓦の意匠に関して秘密保持契約を締結したことも

なかったといった事情の下では、本件写真及び本件パンフレット

の交付により、本件模様瓦の意匠は、遅くとも交付日にはX2の

従業員らに知られ、本件意匠の意匠登録出願前に公然と知ら

れたものと認定しました。

Yらは、X2はYらから本件模様瓦の意匠について、守秘扱いを

求められる関係にあったことなどから、本件意匠は公然知られ

たものではない旨主張しましたが、知財高裁は、上記の事実関

係の下では、Yらには本件意匠を秘密とする意思はなかったと

し、また、X2に秘密保持義務を認めることもできないとしました。

 (3) 新規性喪失の例外の適用の可否　（※下線は筆者）

Yらは、本件パンフレット及び本件写真の交付は、本件説明

会での意匠公開者（X2代表者）に対する（事前の）情報提供行

為であり、本件説明会での公開行為と実質的に同一の範疇に

ある密接に関連するものであるから、意匠法4条2項の適用を受

ける旨を主張しました。

知財高裁は、同項が、新規性喪失の例外を認める手続として

特に定められたものであることから、権利者の行為に起因した公

開行為が複数存在するような場合には、本来、それぞれにつき

同項の適用を受ける手続を行う必要があるが、手続を行った意

匠の公開行為と実質的に同一とみることができるような密接に関

連する公開行為によって公開された場合については、別個の手

続を要することなく同項の適用を受けることができるとしました。

本件証明書は、本件説明会における市長プレゼンテーション

に係るものであって、X2への本件パンフレット及び本件写真の

送付とは異なる行為であり、しかも本件パンフレット及び本件写

真の送付は本件説明会の前に行われたものであるから、本件

説明会と実質的に同一の行為とみることができるような密接に

関連するものであるということはできず、また、本件パンフレット

（筆者注：商品特徴を謳った文言に加えて、製造工場名や担当

者の連絡先も記載されていました。）は単なる意匠公開者への

情報提供行為とは異なるものであるとして、意匠法4条2項の適

用を受けることはできないと判断しました。

5.若干の検討

 (1) 類否判断について

登録意匠とそれ以外の意匠の類否判断は、需要者の視覚を

通じて起こさせる美観に基づいて行われます。本件審決と本件

判決は、類否判断における需要者をいずれも建築業者と施主

としていますが、結論は分かれました。

本件審決では、本件模様瓦の意匠は、本件写真及び本件パ

ンフレットから、その背面、右側面及び底面の形状が不明である

点などを重視しており、実際に施工を行う建築業者等の美観を

重視していることがうかがえます。これに対して、知財高裁は、瓦

の意匠の類否判断は、施行する建築業者のみならず、施工後に

施主が重視する美観の観点からも行うべきとした上で、瓦の施工

後は完全に隠れてしまう部分や認識しがたい小さな差異等は、

目次へ戻る
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意  匠

１. 事案の概要

本件は、Xら（X1は建設会社、X2は設計事務所）が、意匠に係

る物品を「瓦」とする意匠（登録第1663938号、「本件意匠」）1に

ついて、本件意匠の権利者であるYら（Y1は瓦製造会社）に対

して、意匠登録無効審判を請求したところ、令和4年12月13日、

特許庁が当該審判請求は成り立たないとする審決（「本件審

決」）をしたため、本件審決の取消しを求めて知財高裁に訴えを

提起した事案です。

２. 背景事実

・  H28.7.14 石垣市が、市役所新庁舎建設の公募による設計

者選定作業のための最終審査の公開プレゼンテーション・ヒ

アリングを行った。X2が提出したプレゼンテーション資料に

は、屋根の赤瓦に漆喰の白い模様が示されていた。

・  H28.8.8 石垣市は新庁舎の建設工事の設計をX2らに発注

した。Y1とX2はこの頃から、新庁舎の屋根に用いる瓦の施工

に関連して関係を持つようになった。

・  H29.2.16 Y1の代表者がX2の従業員に、瓦（「本件模様瓦」）

のパンフレット（「本件パンフレット」）及び写真（「本件写真」）

を交付した。

・  H29.2.19 X2の代表者が、石垣市新庁舎基本設計説明会

（「本件説明会」）で、新庁舎の設計コンセプトを説明し、Y1ら

が発明した「しっくいの代わりに上薬を使った赤瓦」を使用す

ることを報告した。

・  H29.6.19 Yらは、本件意匠に係る出願の元となる特許出願

を行った。同出願では、本件説明会での公開について、「発明

の新規性の喪失の例外の規定の適用を受けるための証明

書」（「本件証明書」）を提出していた。

・  R2.6.30 Yらは本件意匠につき設定登録を受けた。

３. 本件審決

Xらは、審判手続において、①本件意匠は意匠登録出願前に

公然知られた瓦の意匠である「万葉」に釉薬を塗布して焼成し、

疑似漆喰模様を施した本件模様瓦の意匠に類似しているとこ

ろ、本件模様瓦の意匠は本件パンフレット及び本件写真の交付

により公然実施されたものであるから、新規性喪失により意匠

登録を受けることができない、②本件意匠の出願・登録は、本件

意匠の共同創作者であるX2の代表者やX2に無断でなされて

おり、共同出願に違反している、との無効理由を主張しました。

本件審決は、①につき、本件模様瓦の意匠は、本件パンフ

レット及び本件写真を平成29年2月16日にX2に交付したことに

より、本件意匠出願前に公然知られた意匠となったが、本件模

様瓦の意匠は、その背面、右側面及び底面の形状が不明であ

り、瓦を観察する需要者は、左側面形状、右側面形状及び底面

形状に注意を払うというべきであるから、それら形状が不明な

本件模様瓦と本件意匠との相違が両意匠の類否判断に及ぼ

す影響は大きく、背面の形態についても不明であることの類否

判断に及ぼす影響も小さくはないから、これら相違点が類否判

断に及ぼす影響が大きいことを考慮すると、本件意匠は本件

模様瓦の意匠に類似しないと認定しました。また、②について

は、X2の代表者が本件意匠の創作をしたということはできない

ので、共同出願に違反してなされたものとはいえないと認定し

ました。

4. 裁判所の判断

Xらは、本件訴訟において、上記①及び②の無効理由の判断

の誤りを取消事由として主張しました。知財高裁は、②に関する

取消事由は理由がないとしつつ、①に関する取消事由を認め、

本件審決を取り消しました。本稿では①を取り上げます。

知財高裁（3部）令和5年6月12日（令和5年（行ケ）第10008号）裁判所ウェブサイト〔瓦意匠事件〕

意匠の新規性喪失の例外の適用が否定された事例

小 山  隆 史

1.　事案の概要

本件は、特許無効審判請求に対する不成立審決の取消訴訟

です。Yは、発明の名称を「車両ドアのベルトラインモール」とする

特許（特許第6062746号。「本件特許」。）の特許権者であったとこ

ろ、Xが、本件特許について、甲１（特公平2-11419号公報）に基づ

く進歩性（特許法29条2項）欠如及び明確性要件（特許法36条6

項2号）違反の無効理由があるとして無効審判を請求しました。

特許庁は、Yによる本件特許の特許請求の範囲及び明細書

の記載の訂正請求について訂正を認めるとともに（訂正後の請

求項１に係る発明を「本件発明１」、請求項２に係る発明を「本件

発明２」。合わせて「本件発明」。）、いずれの無効理由によっても

本件特許を無効とすることはできないと判断し、「本件審判の請

求は、成り立たない。」との審決（「本件審決」）をしました（無効

2021-800095事件）。

これに対し、Xが、本件審決の進歩性欠如に係る判断に誤り

がある等として、取消しを求めて本件訴訟を提起したところ、本

判決は、①本件発明１には甲１発明１に基づく進歩性欠如の無

効理由があり、本件発明１の進歩性に係る本件審決の判断に

は誤りがある、②本件発明２には、甲１発明２に基づく進歩性欠

如の無効理由があり、本件発明２の進歩性に係る本件審決の

判断には誤りがあるとして、取消事由に理由があると認め、本件

審決を取り消しました。

本稿では、①本件発明１の甲１発明１に基づく進歩性欠如の

無効理由のうち、本件発明１と甲１発明１との相違点１（「縦フラ

ンジ部の下部から内側方向に延びる段差部」に関して、本件発

明１においては、縦フランジ部の下部から内側方向に「ほぼ水

平に」延びる段差部であるのに対して、甲１発明１においては、

縦フランジ部の下部から昇降窓ガラス側方向に「やや下方に」

延びる段差部である点）についての判断部分の要旨に絞ってご

紹介します。

2.　本件発明の概要

本件発明は、車両ドアのドアガラス昇降部に装着されるベル

トラインモールに関するものですが、前提として、発明の全体像

をご紹介しておいた方がわかりやすいと思いますので、概要を

ご説明しておきます。明細書には、次のような説明があります。

 車両のドアパネルは、ドア外面を形成するアウタパネルとド

ア内面を形成するインナパネルからなるものであり、アウタパ

ネルの上縁部には、ドアガラスの外面と摺接し、雨水を切る

ための水切りリップ（シールリップ）を有するベルトラインモー

ル（モールディング）が装着されており、ベルトラインモール

は、車両の外面のベルトラインを装飾する意匠モールとして

の役割があることから、ドアフレームの表面からドアガラス昇

降部（アウタパネル上縁部）まで連続的に配設するデザイン

モールも採用されているところ、この種のベルトラインモール

では、ドアフレームの表面に位置する部分の水切りリップを

切除する必要があるので、従来は、ベルトラインモールの端

部において意匠部を残すように水切りリップ等を切除すると

剛性不足となり、別部材のエンドキャップを取り付けることが

できないためにエンド部材を射出成形にてモール本体部に

一体化するなどしていたが、射出成形による一体化には専用

設備が必要となるだけでなく、射出成形されるエンド部材と

モール本体との間にラップ代が必要となるために外観意匠

性に劣るという問題があった（【０００２】）。

 これらの問題を解決するために、本件発明は、端末の剛性に

優れるとともに外観デザインの全長にわたった連続性に優

れ、ドアガラスとのシール性が高いベルトラインモールの提

供を目的とし（【０００４】）、ベルトラインモールを、特許請求の

範囲記載の構成とすることにより（【０００５】）、モール本体部

の上部から下に折り返した縦フランジ部を有し、ドアフレーム

の表面に位置する部分は縦フランジ部を残して、水切りリップ

や引掛けフランジ部を切除できるようにし、モール本体部と縦

フランジ部とで略Ｃ断面形状を形成しつつ断面剛性を確保し

たので、ベルトラインモールの端末部に別物品としてのエンド

キャップを取り付けることができるという効果を奏し、また、縦フ

ランジ部の下部側に引掛けフランジ部を有するステップ断面

形状に形成したので、水切りリップとこの水切りリップの外側

の側面をサブリップで押圧するように二重リップ構造とする

こともでき、このように二重リップ構造にすると 段差凹部に埃

等がたまるのを防止するだけでなく、ドアガラスに対するシー

ル性が向上するという効果を奏するものである（【０００９】）。

本件発明のうち、今回焦点を当てる本件発明１の請求項は、

次のようなものです（下線は引用者が付しました）。　

【本件発明１】

車両ドアに装着されるベルトラインモールであって、

ベルトラインモールはドアガラス昇降部からドアフレームの表

面にわたって延在するモール本体部と、

当該モール本体部の上部から内側下方に折り返したステップ

断面形状部を有し、

前記ステップ断面形状部は、ドアガラスに摺接する水切りリップ

を有するとともに前記モール本体部の上部から下に向けて折り

返した縦フランジ部と、当該縦フランジ部の下部から内側方向

にほぼ水平に延びる段差部と、前記段差部の端部より下側に延

在させた引掛けフランジ部を有し、

前記ドアガラス昇降部はモール本体部と引掛けフランジ部とで

ドアのアウタパネルの上縁部に挟持装着され、

前記ドアフレームの表面に位置する端部側の部分は前記縦フ

ランジ部が残るように前記水切りリップ、前記段差部及び引掛け

フランジ部を切除してあり、前記端部はエンドキャップを取り付

けることができる断面剛性を有していることを特徴とするベルト

ラインモール。

これに対し、甲１発明１は、本件審決及び本判決によると、次

のようなものです（下線は引用者が付しました）。

【甲１発明１】

車体のドア上縁片に沿って嵌着固定されるベルトモールディング

Ｍであって、ベルトモールディングＭは昇降窓ガラスからドアサッ

シにわたって延在する外表面部被覆部及び頂部被覆部と、

前記頂部被覆部から下方に折り返した基部被覆部を有し、

前記基部被覆部は、昇降窓ガラスに向けて斜めに突出しガラス

窓に当接する上下のリップ１４、１５を有するとともに前記頂部被

覆部から下に向けて折り返した縦フランジ部と、当該縦フランジ

部の下部から昇降窓ガラス側方向にやや下方に延びる段差部

と、前記段差部の端部より下側に延在させた部分を有し、

前記ベルトモールディングＭは、車体側のドアパネルＰに押込

んで取付けられ、

前記ドアサッシの表面に位置する端末部の長手方向を所定の

長さに亘って前記頂部被覆部側の一部を残すと共に基部被覆

部を切断することによりフランジ部１６を形成し、その端末部にエ

ンドキャップ３が射出成形されているベルトモールディングＭ。

3.　本件審決の要旨

本件審決のうち、当該部分についての判断の要旨は、以下の

とおりです。

 甲１発明１において、「やや下方に延びる段差部」を「ほぼ水

平に延びる段差部」とする理由は無く、ベルトラインモールに

おいて、「ほぼ水平に延びる段差部」を有する構成とすること

は、本件特許出願前に周知の技術でもない。

 Xは、甲第２号証には、「ガラスアウタウエザストリップにおい

て、ドアガラスに摺接するガラスシールリップを有するととも

に突出部の車内側に有する段差と、当該段差の下部から内

側方向にほぼ水平に延びる水平部を有していること。」が記

載されており、これが、「ほぼ水平」に延びる段差部とすること

が、当業者が容易に想到し得るものであることの理由である

旨主張するが、甲２記載事項は、車内側側壁が「ほぼ水平に

延びる段差部」を有する構成とすることを示すものではない。

図５から、「ほぼ水平に延びる段差部」が看取できるとしても、

甲第２号証には、「図５に示すように突出部43ｂの内部に凹部

を設けたため、突出部43ｂの肉厚の厚い部分がなくなり、均

一な肉厚となった。そのため、ガラスアウタウエザストリップ３

を所定の寸法に切断するとき、硬質部材からなる取付基部４

の厚肉部分が無くなり切断が容易である。また取付基部４の

肉厚が均一となり、押出成形時のバランスがよくなるととも

に、成形後の熱収縮等による取付基部４のヒケが生じない。」

と記載されているように、硬質部材からなる取付基部４の厚肉

部分を無くし肉厚を均一にするためであるから、甲２記載事項

は、甲１発明１において、「やや下方に延びる段差部」を「ほぼ

水平に延びる段差部」とすることが容易であるということの根

拠とはならない。よって、Xの主張は当を得ない。

 したがって、上記相違点１に係る本件発明１の発明特定事項

は、甲１発明１及び甲２記載事項から、当業者が容易に想到

できたものではない。

4.　本判決の要旨

本判決のうち、当該部分に係る判断の要旨は、以下のとおり

です。

 本件明細書には、段差部が縦フランジ部の下部から内側方

向に「ほぼ水平に」延びることの技術的意義についての記載

はない。また、本件発明は、端末の剛性に優れるベルトライン

モールを提供するために、ドアフレームの表面に位置する部

分は縦フランジ部を残して、水切りリップや引掛けフランジ部を

切除できるようにし、モール本体部と縦フランジ部とで略C断

面形状を形成しつつ断面剛性を確保したというものであり、

ベルトラインモールの端末では、ドアフレームの表面に位置す

る部分は縦フランジ部を残して切除されるものであって、段差

部も切除されるのであるから、段差部が「ほぼ水平に」に延び

ても「やや下方」に延びても、本件発明の作用効果に何ら影

響するものではない。そうすると、段差部が「ほぼ水平に」延び

るものとすることについて何らかの技術的意義があるとは認

められない。

 甲１発明１においても、段差部が縦フランジ部の下部から昇降

窓ガラス側方向（内側方向）に「やや下方に」延びることに何

らかの技術的意義があるとは認められず、甲１発明１におい

て「やや下方に」延びる段差部を「ほぼ水平に」延びるように

構成することは、当業者が適宜なし得る設計的事項にすぎな

いというべきである。

 甲１発明１において段差部に設計的変更を加え、これを「ほ

ぼ水平に」することは、当業者が容易に想到できたものと認

めるのが相当である。

５．若干の考察

本件発明１と甲１発明１との相違点に技術的意義があるとは

認められないと指摘し、甲１発明１において「やや下方に」延び

る段差部を「ほぼ水平に」延びるように構成することは、当業者

が適宜なし得る設計的事項にすぎないとして進歩性を否定した

点が、本件審決と比較した場合の本判決の特徴と言えます。

引用発明との相違点について技術的意義がない旨や設計

的事項にすぎない旨を述べて発明の進歩性を否定する判断を

した裁判例は少なからず存在しますので、本判決の上記部分

は特段目新しい判断理由を示したものではありません。

しかしながら、発明の進歩性判断について、特許庁の判断を

知財高裁が否定した事例であり、判決の理由部分を審決と比

較して具体的に確認しておくことは有益であると考え、ご紹介し

た次第です。

1　本件意匠は、平成29年6月16日に特許出願され、令和2年2月14日に、同特許出願の一部を新たな特許出願とした上、同特許出願を意匠登録出願に変更し
て、同年6月30日に設定登録を受けています。

需要者に異なる印象をもたらすものとは認められないなどと判断

しました。新規性審査時の類否判断においては、物品の流通時

にのみ視覚観察される形状等が注意をひく程度は、原則として

他の部位よりも小さいとされており2、また、瓦は組み合わされて

（一部は外部から完全に隠れて）建物の屋根としての外観を構

成する物品であるため、知財高裁は、施主が重視する、瓦の施工

後の屋根全体の美観をより重視したとみることもできます。

 （2） 新規性喪失の例外（意匠法4条2項）の適用要件

意匠登録を受ける権利を有する者の行為に起因して同一の

意匠が複数回公開された場合において、意匠法4条2項の規定

の適用を受けるためには、特許庁の運用では、原則として、それ

ぞれの｢公開の事実｣が｢証明する書面｣に記載されている必要

があります。ただし、先の公開に基づいて事後の公開が行われ

たという関係性がある場合には、先の公開の事実について証

明がなされれば、後の公開の事実の証明は不要となります（意

匠審査基準第Ⅲ部第3章5.1）³。

この点、新規性喪失の事実は、新規性を喪失した「意匠ごと」

に証明すれば足りるのか、それとも「公開行為ごと」に証明しな

ければならないのかについて争いがありますが、平成29年3月

31日改訂の意匠審査基準は、上記のとおり、後者の立場を取る

ことを明確化しました⁴。

本件で、知財高裁は、後者の立場に立ち、権利者の行為に起

因した公開行為が複数存在するような場合には、本来、それぞ

れにつき同項の適用を受ける手続を行う必要があるが、手続を

行った意匠の公開行為と実質的に同一とみることができるよう

な密接に関連する公開行為によって公開された場合には別個

の手続は不要と判示しています。判例では、2回目の公表行為

が権利者自身の行為ではなかった場合5や、最初の団体への販

売行為とは別の団体への販売行為であって、両団体の販売地

域や扱っている商品が異なっている場合6には、最初の行為の

証明書によってその後の行為に同項の適用を受けることはでき

ないとしています。後者の判決は特許侵害事件における特許法

30条2項の適用の可否についての判断ですが、今回の知財高

裁は、その判断を意匠の新規性喪失の例外の適用においても

踏襲したものとみることができます。

次ページへ続く

 (1) 本件意匠と本件模様瓦の意匠との類否判断

知財高裁は、登録意匠とそれ以外の意匠の類否判断は需要

者の視覚を通じて起こさせる美観に基づいて行われるところ、

本件意匠に係る物品である瓦は、瓦を施工する建築業者等の

みならず、瓦を注文して所有者等となる屋根工事の施主も重要

な需要者であり、建築業者等であっても、最終的には施工後に

施主から見た美観の観点を重視するというべきであるから、施

工する建築業者のみならず、施工後に施主が重視する美観の

観点からも行うべきとしました。

その上で、本件意匠と本件模様瓦は、基本的構成態様が同じ

であり、具体的構成態様における相違点や本件模様瓦の裏面

の不明な部分は、施工後は完全に隠れてしまう部分であることか

ら美観に影響を与えるものとは認めがたく、最も異なる本件意匠

の瓦表面の隆起も、瓦全体からみるとこの差異はごくわずかであ

り、特に施工後は隆起の程度も屋根全体からみて相対的に小さ

いことから、需要者は隆起の程度にまでは注意はいかないとし

て、本件意匠と本件模様瓦の意匠は類似すると判断しました。

 (2) 本件模様瓦の意匠は公然と知られたか

知財高裁は、本件審決と同様に、本件写真及び本件パンフ

レットには、本件模様瓦の意匠が開発中であることや、関係者に

対する内部的なものであるなどの記載はなかったこと、「秘」、「部

外秘」、「非公開資料」などの記載もなかったこと、送信したメー

ル本文にもそのような記載はなく、X2及びX2の従業員とYらとの

間で本件模様瓦の意匠に関して秘密保持契約を締結したことも

なかったといった事情の下では、本件写真及び本件パンフレット

の交付により、本件模様瓦の意匠は、遅くとも交付日にはX2の

従業員らに知られ、本件意匠の意匠登録出願前に公然と知ら

れたものと認定しました。

Yらは、X2は、Yらから本件模様瓦の意匠について、守秘扱い

を求められる関係にあったことなどから、本件意匠は公然知られ

たものではない旨主張しましたが、知財高裁は、上記の事実関

係の下では、Yらには本件意匠を秘密とする意思はなかったと

し、また、X2に秘密保持義務を認めることもできないとしました。

 (3) 新規性喪失の例外の適用の可否　（※下線は筆者）

Yらは、本件パンフレット及び本件写真の交付は、本件説明

会での意匠公開者（X2代表者）に対する（事前の）情報提供行

為であり、本件説明会での公開行為と実質的に同一の範疇に

ある密接に関連するものであるから、意匠法4条2項の適用を受

ける旨を主張しました。

知財高裁は、同項が、新規性喪失の例外を認める手続として

特に定められたものであることから、権利者の行為に起因した公

開行為が複数存在するような場合には、本来、それぞれにつき

同項の適用を受ける手続を行う必要があるが、手続を行った意

匠の公開行為と実質的に同一とみることができるような密接に関

連する公開行為によって公開された場合については、別個の手

続を要することなく同項の適用を受けることができるとしました。

本件証明書は、本件説明会における市長プレゼンテーション

に係るものであって、X2への本件パンフレット及び本件写真の

送付とは異なる行為であり、しかも本件パンフレット及び本件写

真の送付は本件説明会の前に行われたものであるから、本件

説明会と実質的に同一の行為とみることができるような密接に

関連するものであるということはできず、また、本件パンフレット

（筆者注：商品特徴を謳った文言に加えて、製造工場名や担当

者の連絡先も記載されていました。）は単なる意匠公開者への

情報提供行為とは異なるものであるとして、意匠法4条2項の適

用を受けることはできないと判断しました。

5. 若干の検討

 (1) 類否判断について

登録意匠とそれ以外の意匠の類否判断は、需要者の視覚を

通じて起こさせる美観に基づいて行われます。本件審決と本件

判決は、類否判断における需要者をいずれも建築業者と施主

としていますが、結論は分かれました。

本件審決では、本件模様瓦の意匠は、本件写真及び本件パ

ンフレットから、その背面、右側面及び底面の形状が不明である

点などを重視しており、実際に施工を行う建築業者等の美観を

重視していることがうかがえます。これに対して、知財高裁は、瓦

の意匠の類否判断は、施工する建築業者のみならず、施工後に

施主が重視する美観の観点からも行うべきとした上で、瓦の施工

後は完全に隠れてしまう部分や認識しがたい小さな差異等は、

裁判例はこちら

PROFILEはこちら

https://www.ohebashi.com/jp/lawyers/koyama_takashi.php
https://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/226/092226_hanrei.pdf
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１. 事案の概要

本件は、Xら（X1は建設会社、X2は設計事務所）が、意匠に係

る物品を「瓦」とする意匠（登録第1663938号、「本件意匠」）1に

ついて、本件意匠の権利者であるYら（Y1は瓦製造会社）に対

して、意匠登録無効審判を請求したところ、令和4年12月13日、

特許庁が当該審判請求は成り立たないとする審決（「本件審

決」）をしたため、本件審決の取消しを求めて知財高裁に訴えを

提起した事案です。

２. 背景事実

・  H28.7.14 石垣市が、市役所新庁舎建設の公募による設計

者選定作業のための最終審査の公開プレゼンテーション・ヒ

アリングを行った。X2が提出したプレゼンテーション資料に

は、屋根の赤瓦に漆喰の白い模様が示されていた。

・  H28.8.8 石垣市は新庁舎の建設工事の設計をX2らに発注

した。Y1とX2はこの頃から、新庁舎の屋根に用いる瓦の施工

に関連して関係を持つようになった。

・  H29.2.16 Y1の代表者がX2の従業員に、瓦（「本件模様瓦」）

のパンフレット（「本件パンフレット」）及び写真（「本件写真」）

を交付した。

・  H29.2.19 X2の代表者が、石垣市新庁舎基本設計説明会

（「本件説明会」）で、新庁舎の設計コンセプトを説明し、Y1ら

が発明した「しっくいの代わりに上薬を使った赤瓦」を使用す

ることを報告した。

・  H29.6.19 Yらは、本件意匠に係る出願の元となる特許出願

を行った。同出願では、本件説明会での公開について、「発明

の新規性の喪失の例外の規定の適用を受けるための証明

書」（「本件証明書」）を提出していた。

・  R2.6.30 Yらは本件意匠につき設定登録を受けた。

３. 本件審決

Xらは、審判手続において、①本件意匠は意匠登録出願前に

公然知られた瓦の意匠である「万葉」に釉薬を塗布して焼成し、

疑似漆喰模様を施した本件模様瓦の意匠に類似しているとこ

ろ、本件模様瓦の意匠は本件パンフレット及び本件写真の交付

により公然実施されたものであるから、新規性喪失により意匠

登録を受けることができない、②本件意匠の出願・登録は、本件

意匠の共同創作者であるX2の代表者やX2に無断でなされて

おり、共同出願に違反している、との無効理由を主張しました。

本件審決は、①につき、本件模様瓦の意匠は、本件パンフ

レット及び本件写真を平成29年2月16日にX2に交付したことに

より、本件意匠出願前に公然知られた意匠となったが、本件模

様瓦の意匠は、その背面、右側面及び底面の形状が不明であ

り、瓦を観察する需要者は、左側面形状、右側面形状及び底面

形状に注意を払うというべきであるから、それら形状が不明な

本件模様瓦と本件意匠との相違が両意匠の類否判断に及ぼ

す影響は大きく、背面の形態についても不明であることの類否

判断に及ぼす影響も小さくはないから、これら相違点が類否判

断に及ぼす影響が大きいことを考慮すると、本件意匠は本件

模様瓦の意匠に類似しないと認定しました。また、②について

は、X2の代表者が本件意匠の創作をしたということはできない

ので、共同出願に違反してなされたものとはいえないと認定し

ました。

4. 裁判所の判断

Xらは、本件訴訟において、上記①及び②の無効理由の判断

の誤りを取消事由として主張しました。知財高裁は、②に関する

取消事由は理由がないとしつつ、①に関する取消事由を認め、

本件審決を取り消しました。本稿では①を取り上げます。

1.　事案の概要

本件は、特許無効審判請求に対する不成立審決の取消訴訟

です。Yは、発明の名称を「車両ドアのベルトラインモール」とする

特許（特許第6062746号。「本件特許」。）の特許権者であったとこ

ろ、Xが、本件特許について、甲１（特公平2-11419号公報）に基づ

く進歩性（特許法29条2項）欠如及び明確性要件（特許法36条6

項2号）違反の無効理由があるとして無効審判を請求しました。

特許庁は、Yによる本件特許の特許請求の範囲及び明細書

の記載の訂正請求について訂正を認めるとともに（訂正後の請

求項１に係る発明を「本件発明１」、請求項２に係る発明を「本件

発明２」。合わせて「本件発明」。）、いずれの無効理由によっても

本件特許を無効とすることはできないと判断し、「本件審判の請

求は、成り立たない。」との審決（「本件審決」）をしました（無効

2021-800095事件）。

これに対し、Xが、本件審決の進歩性欠如に係る判断に誤り

がある等として、取消しを求めて本件訴訟を提起したところ、本

判決は、①本件発明１には甲１発明１に基づく進歩性欠如の無

効理由があり、本件発明１の進歩性に係る本件審決の判断に

は誤りがある、②本件発明２には、甲１発明２に基づく進歩性欠

如の無効理由があり、本件発明２の進歩性に係る本件審決の

判断には誤りがあるとして、取消事由に理由があると認め、本件

審決を取り消しました。

本稿では、①本件発明１の甲１発明１に基づく進歩性欠如の

無効理由のうち、本件発明１と甲１発明１との相違点１（「縦フラ

ンジ部の下部から内側方向に延びる段差部」に関して、本件発

明１においては、縦フランジ部の下部から内側方向に「ほぼ水

平に」延びる段差部であるのに対して、甲１発明１においては、

縦フランジ部の下部から昇降窓ガラス側方向に「やや下方に」

延びる段差部である点）についての判断部分の要旨に絞ってご

紹介します。

2.　本件発明の概要

本件発明は、車両ドアのドアガラス昇降部に装着されるベル

トラインモールに関するものですが、前提として、発明の全体像

をご紹介しておいた方がわかりやすいと思いますので、概要を

ご説明しておきます。明細書には、次のような説明があります。

 車両のドアパネルは、ドア外面を形成するアウタパネルとド

ア内面を形成するインナパネルからなるものであり、アウタパ

ネルの上縁部には、ドアガラスの外面と摺接し、雨水を切る

ための水切りリップ（シールリップ）を有するベルトラインモー

ル（モールディング）が装着されており、ベルトラインモール

は、車両の外面のベルトラインを装飾する意匠モールとして

の役割があることから、ドアフレームの表面からドアガラス昇

降部（アウタパネル上縁部）まで連続的に配設するデザイン

モールも採用されているところ、この種のベルトラインモール

では、ドアフレームの表面に位置する部分の水切りリップを

切除する必要があるので、従来は、ベルトラインモールの端

部において意匠部を残すように水切りリップ等を切除すると

剛性不足となり、別部材のエンドキャップを取り付けることが

できないためにエンド部材を射出成形にてモール本体部に

一体化するなどしていたが、射出成形による一体化には専用

設備が必要となるだけでなく、射出成形されるエンド部材と

モール本体との間にラップ代が必要となるために外観意匠

性に劣るという問題があった（【０００２】）。

 これらの問題を解決するために、本件発明は、端末の剛性に

優れるとともに外観デザインの全長にわたった連続性に優

れ、ドアガラスとのシール性が高いベルトラインモールの提

供を目的とし（【０００４】）、ベルトラインモールを、特許請求の

範囲記載の構成とすることにより（【０００５】）、モール本体部

の上部から下に折り返した縦フランジ部を有し、ドアフレーム

の表面に位置する部分は縦フランジ部を残して、水切りリップ

や引掛けフランジ部を切除できるようにし、モール本体部と縦

フランジ部とで略Ｃ断面形状を形成しつつ断面剛性を確保し

たので、ベルトラインモールの端末部に別物品としてのエンド

キャップを取り付けることができるという効果を奏し、また、縦フ

ランジ部の下部側に引掛けフランジ部を有するステップ断面

形状に形成したので、水切りリップとこの水切りリップの外側

の側面をサブリップで押圧するように二重リップ構造とする

こともでき、このように二重リップ構造にすると 段差凹部に埃

等がたまるのを防止するだけでなく、ドアガラスに対するシー

ル性が向上するという効果を奏するものである（【０００９】）。

本件発明のうち、今回焦点を当てる本件発明１の請求項は、

次のようなものです（下線は引用者が付しました）。　

【本件発明１】

車両ドアに装着されるベルトラインモールであって、

ベルトラインモールはドアガラス昇降部からドアフレームの表

面にわたって延在するモール本体部と、

当該モール本体部の上部から内側下方に折り返したステップ

断面形状部を有し、

前記ステップ断面形状部は、ドアガラスに摺接する水切りリップ

を有するとともに前記モール本体部の上部から下に向けて折り

返した縦フランジ部と、当該縦フランジ部の下部から内側方向

にほぼ水平に延びる段差部と、前記段差部の端部より下側に延

在させた引掛けフランジ部を有し、

前記ドアガラス昇降部はモール本体部と引掛けフランジ部とで

ドアのアウタパネルの上縁部に挟持装着され、

前記ドアフレームの表面に位置する端部側の部分は前記縦フ

ランジ部が残るように前記水切りリップ、前記段差部及び引掛け

フランジ部を切除してあり、前記端部はエンドキャップを取り付

けることができる断面剛性を有していることを特徴とするベルト

ラインモール。

これに対し、甲１発明１は、本件審決及び本判決によると、次

のようなものです（下線は引用者が付しました）。

【甲１発明１】

車体のドア上縁片に沿って嵌着固定されるベルトモールディング

Ｍであって、ベルトモールディングＭは昇降窓ガラスからドアサッ

シにわたって延在する外表面部被覆部及び頂部被覆部と、

前記頂部被覆部から下方に折り返した基部被覆部を有し、

前記基部被覆部は、昇降窓ガラスに向けて斜めに突出しガラス

窓に当接する上下のリップ１４、１５を有するとともに前記頂部被

覆部から下に向けて折り返した縦フランジ部と、当該縦フランジ

部の下部から昇降窓ガラス側方向にやや下方に延びる段差部

と、前記段差部の端部より下側に延在させた部分を有し、

前記ベルトモールディングＭは、車体側のドアパネルＰに押込

んで取付けられ、

前記ドアサッシの表面に位置する端末部の長手方向を所定の

長さに亘って前記頂部被覆部側の一部を残すと共に基部被覆

部を切断することによりフランジ部１６を形成し、その端末部にエ

ンドキャップ３が射出成形されているベルトモールディングＭ。

3.　本件審決の要旨

本件審決のうち、当該部分についての判断の要旨は、以下の

とおりです。

 甲１発明１において、「やや下方に延びる段差部」を「ほぼ水

平に延びる段差部」とする理由は無く、ベルトラインモールに

おいて、「ほぼ水平に延びる段差部」を有する構成とすること

は、本件特許出願前に周知の技術でもない。

 Xは、甲第２号証には、「ガラスアウタウエザストリップにおい

て、ドアガラスに摺接するガラスシールリップを有するととも

に突出部の車内側に有する段差と、当該段差の下部から内

側方向にほぼ水平に延びる水平部を有していること。」が記

載されており、これが、「ほぼ水平」に延びる段差部とすること

が、当業者が容易に想到し得るものであることの理由である

旨主張するが、甲２記載事項は、車内側側壁が「ほぼ水平に

延びる段差部」を有する構成とすることを示すものではない。

図５から、「ほぼ水平に延びる段差部」が看取できるとしても、

甲第２号証には、「図５に示すように突出部43ｂの内部に凹部

を設けたため、突出部43ｂの肉厚の厚い部分がなくなり、均

一な肉厚となった。そのため、ガラスアウタウエザストリップ３

を所定の寸法に切断するとき、硬質部材からなる取付基部４

の厚肉部分が無くなり切断が容易である。また取付基部４の
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肉厚が均一となり、押出成形時のバランスがよくなるととも

に、成形後の熱収縮等による取付基部４のヒケが生じない。」

と記載されているように、硬質部材からなる取付基部４の厚肉

部分を無くし肉厚を均一にするためであるから、甲２記載事項

は、甲１発明１において、「やや下方に延びる段差部」を「ほぼ

水平に延びる段差部」とすることが容易であるということの根

拠とはならない。よって、Xの主張は当を得ない。

 したがって、上記相違点１に係る本件発明１の発明特定事項

は、甲１発明１及び甲２記載事項から、当業者が容易に想到

できたものではない。

4.　本判決の要旨

本判決のうち、当該部分に係る判断の要旨は、以下のとおり

です。

 本件明細書には、段差部が縦フランジ部の下部から内側方

向に「ほぼ水平に」延びることの技術的意義についての記載

はない。また、本件発明は、端末の剛性に優れるベルトライン

モールを提供するために、ドアフレームの表面に位置する部

分は縦フランジ部を残して、水切りリップや引掛けフランジ部を

切除できるようにし、モール本体部と縦フランジ部とで略C断

面形状を形成しつつ断面剛性を確保したというものであり、

ベルトラインモールの端末では、ドアフレームの表面に位置す

る部分は縦フランジ部を残して切除されるものであって、段差

部も切除されるのであるから、段差部が「ほぼ水平に」に延び

ても「やや下方」に延びても、本件発明の作用効果に何ら影

響するものではない。そうすると、段差部が「ほぼ水平に」延び

るものとすることについて何らかの技術的意義があるとは認

められない。

 甲１発明１においても、段差部が縦フランジ部の下部から昇降

窓ガラス側方向（内側方向）に「やや下方に」延びることに何

らかの技術的意義があるとは認められず、甲１発明１におい

て「やや下方に」延びる段差部を「ほぼ水平に」延びるように

構成することは、当業者が適宜なし得る設計的事項にすぎな

いというべきである。

 甲１発明１において段差部に設計的変更を加え、これを「ほ

ぼ水平に」することは、当業者が容易に想到できたものと認

めるのが相当である。

５．若干の考察

本件発明１と甲１発明１との相違点に技術的意義があるとは

認められないと指摘し、甲１発明１において「やや下方に」延び

る段差部を「ほぼ水平に」延びるように構成することは、当業者

が適宜なし得る設計的事項にすぎないとして進歩性を否定した

点が、本件審決と比較した場合の本判決の特徴と言えます。

引用発明との相違点について技術的意義がない旨や設計

的事項にすぎない旨を述べて発明の進歩性を否定する判断を

した裁判例は少なからず存在しますので、本判決の上記部分

は特段目新しい判断理由を示したものではありません。

しかしながら、発明の進歩性判断について、特許庁の判断を

知財高裁が否定した事例であり、判決の理由部分を審決と比

較して具体的に確認しておくことは有益であると考え、ご紹介し

た次第です。

需要者に異なる印象をもたらすものとは認められないなどと判断

しました。新規性審査時の類否判断においては、物品の流通時

にのみ視覚観察される形状等が注意をひく程度は、原則として

他の部位よりも小さいとされており2、また、瓦は組み合わされて

（一部は外部から完全に隠れて）建物の屋根としての外観を構

成する物品であるため、知財高裁は、施主が重視する、瓦の施工

後の屋根全体の美観をより重視したとみることもできます。

 （2） 新規性喪失の例外（意匠法4条2項）の適用要件

意匠登録を受ける権利を有する者の行為に起因して同一の

意匠が複数回公開された場合において、意匠法4条2項の規定

の適用を受けるためには、特許庁の運用では、原則として、それ

ぞれの｢公開の事実｣が｢証明する書面｣に記載されている必要

があります。ただし、先の公開に基づいて事後の公開が行われ

たという関係性がある場合には、先の公開の事実について証

明がなされれば、後の公開の事実の証明は不要となります（意

匠審査基準第Ⅲ部第3章5.1）³。

この点、新規性喪失の事実は、新規性を喪失した「意匠ごと」

に証明すれば足りるのか、それとも「公開行為ごと」に証明しな

ければならないのかについて争いがありますが、平成29年3月

31日改訂の意匠審査基準は、上記のとおり、後者の立場を取る

ことを明確化しました⁴。

本件で、知財高裁は、後者の立場に立ち、権利者の行為に起

因した公開行為が複数存在するような場合には、本来、それぞ

れにつき同項の適用を受ける手続を行う必要があるが、手続を

行った意匠の公開行為と実質的に同一とみることができるよう

な密接に関連する公開行為によって公開された場合には別個

の手続は不要と判示しています。判例では、2回目の公表行為

が権利者自身の行為ではなかった場合5や、最初の団体への販

売行為とは別の団体への販売行為であって、両団体の販売地

域や扱っている商品が異なっている場合6には、最初の行為の

証明書によってその後の行為に同項の適用を受けることはでき

ないとしています。後者の判決は特許侵害事件における特許法

30条2項の適用の可否についての判断ですが、今回の知財高

裁は、その判断を意匠の新規性喪失の例外の適用においても

踏襲したものとみることができます。

次ページへ続く

 (1) 本件意匠と本件模様瓦の意匠との類否判断

知財高裁は、登録意匠とそれ以外の意匠の類否判断は需要

者の視覚を通じて起こさせる美観に基づいて行われるところ、

本件意匠に係る物品である瓦は、瓦を施工する建築業者等の

みならず、瓦を注文して所有者等となる屋根工事の施主も重要

な需要者であり、建築業者等であっても、最終的には施工後に

施主から見た美観の観点を重視するというべきであるから、施

工する建築業者のみならず、施工後に施主が重視する美観の

観点からも行うべきとしました。

その上で、本件意匠と本件模様瓦は、基本的構成態様が同じ

であり、具体的構成態様における相違点や本件模様瓦の裏面

の不明な部分は、施工後は完全に隠れてしまう部分であることか

ら美観に影響を与えるものとは認めがたく、最も異なる本件意匠

の瓦表面の隆起も、瓦全体からみるとこの差異はごくわずかであ

り、特に施工後は隆起の程度も屋根全体からみて相対的に小さ

いことから、需要者は隆起の程度にまでは注意はいかないとし

て、本件意匠と本件模様瓦の意匠は類似すると判断しました。

 (2) 本件模様瓦の意匠は公然と知られたか

知財高裁は、本件審決と同様に、本件写真及び本件パンフ

レットには、本件模様瓦の意匠が開発中であることや、関係者に

対する内部的なものであるなどの記載はなかったこと、「秘」、「部

外秘」、「非公開資料」などの記載もなかったこと、送信したメー

ル本文にもそのような記載はなく、X2及びX2の従業員とYらとの

間で本件模様瓦の意匠に関して秘密保持契約を締結したことも

なかったといった事情の下では、本件写真及び本件パンフレット

の交付により、本件模様瓦の意匠は、遅くとも交付日にはX2の

従業員らに知られ、本件意匠の意匠登録出願前に公然と知ら

れたものと認定しました。

Yらは、X2は、Yらから本件模様瓦の意匠について、守秘扱い

を求められる関係にあったことなどから、本件意匠は公然知られ

たものではない旨主張しましたが、知財高裁は、上記の事実関

係の下では、Yらには本件意匠を秘密とする意思はなかったと

し、また、X2に秘密保持義務を認めることもできないとしました。

 (3) 新規性喪失の例外の適用の可否　（※下線は筆者）

Yらは、本件パンフレット及び本件写真の交付は、本件説明

会での意匠公開者（X2代表者）に対する（事前の）情報提供行

為であり、本件説明会での公開行為と実質的に同一の範疇に

ある密接に関連するものであるから、意匠法4条2項の適用を受

ける旨を主張しました。

知財高裁は、同項が、新規性喪失の例外を認める手続として

特に定められたものであることから、権利者の行為に起因した公

開行為が複数存在するような場合には、本来、それぞれにつき

同項の適用を受ける手続を行う必要があるが、手続を行った意

匠の公開行為と実質的に同一とみることができるような密接に関

連する公開行為によって公開された場合については、別個の手

続を要することなく同項の適用を受けることができるとしました。

本件証明書は、本件説明会における市長プレゼンテーション

に係るものであって、X2への本件パンフレット及び本件写真の

送付とは異なる行為であり、しかも本件パンフレット及び本件写

真の送付は本件説明会の前に行われたものであるから、本件

説明会と実質的に同一の行為とみることができるような密接に

関連するものであるということはできず、また、本件パンフレット

（筆者注：商品特徴を謳った文言に加えて、製造工場名や担当

者の連絡先も記載されていました。）は単なる意匠公開者への

情報提供行為とは異なるものであるとして、意匠法4条2項の適

用を受けることはできないと判断しました。

5. 若干の検討

 (1) 類否判断について

登録意匠とそれ以外の意匠の類否判断は、需要者の視覚を

通じて起こさせる美観に基づいて行われます。本件審決と本件

判決は、類否判断における需要者をいずれも建築業者と施主

としていますが、結論は分かれました。

本件審決では、本件模様瓦の意匠は、本件写真及び本件パ

ンフレットから、その背面、右側面及び底面の形状が不明である

点などを重視しており、実際に施工を行う建築業者等の美観を

重視していることがうかがえます。これに対して、知財高裁は、瓦

の意匠の類否判断は、施工する建築業者のみならず、施工後に

施主が重視する美観の観点からも行うべきとした上で、瓦の施工

後は完全に隠れてしまう部分や認識しがたい小さな差異等は、

2　意匠審査基準第Ⅲ部第2章第1節2.2.2.6(1)(e)。また、類否判断における観察方法として、「通常の設置状態では背面及び底面を見ることのないテレビ受像
機の意匠の場合は、審査官は主に正面、側面、平面方向に比重を置いて観察する。」としています（同基準第Ⅲ部第2章第1節2.2.2.5(2)）。
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１. 事案の概要

本件は、Xら（X1は建設会社、X2は設計事務所）が、意匠に係

る物品を「瓦」とする意匠（登録第1663938号、「本件意匠」）1に

ついて、本件意匠の権利者であるYら（Y1は瓦製造会社）に対

して、意匠登録無効審判を請求したところ、令和4年12月13日、

特許庁が当該審判請求は成り立たないとする審決（「本件審

決」）をしたため、本件審決の取消しを求めて知財高裁に訴えを

提起した事案です。

２. 背景事実

・  H28.7.14 石垣市が、市役所新庁舎建設の公募による設計

者選定作業のための最終審査の公開プレゼンテーション・ヒ

アリングを行った。X2が提出したプレゼンテーション資料に

は、屋根の赤瓦に漆喰の白い模様が示されていた。

・  H28.8.8 石垣市は新庁舎の建設工事の設計をX2らに発注

した。Y1とX2はこの頃から、新庁舎の屋根に用いる瓦の施工

に関連して関係を持つようになった。

・  H29.2.16 Y1の代表者がX2の従業員に、瓦（「本件模様瓦」）

のパンフレット（「本件パンフレット」）及び写真（「本件写真」）

を交付した。

・  H29.2.19 X2の代表者が、石垣市新庁舎基本設計説明会

（「本件説明会」）で、新庁舎の設計コンセプトを説明し、Y1ら

が発明した「しっくいの代わりに上薬を使った赤瓦」を使用す

ることを報告した。

・  H29.6.19 Yらは、本件意匠に係る出願の元となる特許出願

を行った。同出願では、本件説明会での公開について、「発明

の新規性の喪失の例外の規定の適用を受けるための証明

書」（「本件証明書」）を提出していた。

・  R2.6.30 Yらは本件意匠につき設定登録を受けた。

３. 本件審決

Xらは、審判手続において、①本件意匠は意匠登録出願前に

公然知られた瓦の意匠である「万葉」に釉薬を塗布して焼成し、

疑似漆喰模様を施した本件模様瓦の意匠に類似しているとこ

ろ、本件模様瓦の意匠は本件パンフレット及び本件写真の交付

により公然実施されたものであるから、新規性喪失により意匠

登録を受けることができない、②本件意匠の出願・登録は、本件

意匠の共同創作者であるX2の代表者やX2に無断でなされて

おり、共同出願に違反している、との無効理由を主張しました。

本件審決は、①につき、本件模様瓦の意匠は、本件パンフ

レット及び本件写真を平成29年2月16日にX2に交付したことに

より、本件意匠出願前に公然知られた意匠となったが、本件模

様瓦の意匠は、その背面、右側面及び底面の形状が不明であ

り、瓦を観察する需要者は、左側面形状、右側面形状及び底面

形状に注意を払うというべきであるから、それら形状が不明な

本件模様瓦と本件意匠との相違が両意匠の類否判断に及ぼ

す影響は大きく、背面の形態についても不明であることの類否

判断に及ぼす影響も小さくはないから、これら相違点が類否判

断に及ぼす影響が大きいことを考慮すると、本件意匠は本件

模様瓦の意匠に類似しないと認定しました。また、②について

は、X2の代表者が本件意匠の創作をしたということはできない

ので、共同出願に違反してなされたものとはいえないと認定し

ました。

4. 裁判所の判断

Xらは、本件訴訟において、上記①及び②の無効理由の判断

の誤りを取消事由として主張しました。知財高裁は、②に関する

取消事由は理由がないとしつつ、①に関する取消事由を認め、

本件審決を取り消しました。本稿では①を取り上げます。

本ニュースレターの発行元は弁護士法人大江橋法律事務所です。弁護士法人大江橋法律事務所は、1981年に設立された日本の総合法律事務所です。東京、大阪、名古屋、海外は上海に
オフィスを構えており、主に企業法務を中心とした法的サービスを提供しております。本ニュースレターの内容は、一般的な情報提供に止まるものであり、個別具体的なケースに関する法
的アドバイスを想定したものではありません。本ニュースレターの内容につきましては、一切の責任を負わないものとさせて頂きます。法律・裁判例に関する情報及びその対応等については
本ニュースレターのみに依拠されるべきでなく、必要に応じて別途弁護士のアドバイスをお受け頂ければと存じます。

需要者に異なる印象をもたらすものとは認められないなどと判断

しました。新規性審査時の類否判断においては、物品の流通時

にのみ視覚観察される形状等が注意をひく程度は、原則として

他の部位よりも小さいとされており2、また、瓦は組み合わされて

（一部は外部から完全に隠れて）建物の屋根としての外観を構

成する物品であるため、知財高裁は、施主が重視する、瓦の施工

後の屋根全体の美観をより重視したとみることもできます。

 （2） 新規性喪失の例外（意匠法4条2項）の適用要件

意匠登録を受ける権利を有する者の行為に起因して同一の

意匠が複数回公開された場合において、意匠法4条2項の規定

の適用を受けるためには、特許庁の運用では、原則として、それ

ぞれの｢公開の事実｣が｢証明する書面｣に記載されている必要

があります。ただし、先の公開に基づいて事後の公開が行われ

たという関係性がある場合には、先の公開の事実について証

明がなされれば、後の公開の事実の証明は不要となります（意

匠審査基準第Ⅲ部第3章5.1）³。

この点、新規性喪失の事実は、新規性を喪失した「意匠ごと」

に証明すれば足りるのか、それとも「公開行為ごと」に証明しな

ければならないのかについて争いがありますが、平成29年3月

31日改訂の意匠審査基準は、上記のとおり、後者の立場を取る

ことを明確化しました⁴。

本件で、知財高裁は、後者の立場に立ち、権利者の行為に起

因した公開行為が複数存在するような場合には、本来、それぞ

れにつき同項の適用を受ける手続を行う必要があるが、手続を

行った意匠の公開行為と実質的に同一とみることができるよう

な密接に関連する公開行為によって公開された場合には別個

の手続は不要と判示しています。判例では、2回目の公表行為

が権利者自身の行為ではなかった場合5や、最初の団体への販

売行為とは別の団体への販売行為であって、両団体の販売地

域や扱っている商品が異なっている場合6には、最初の行為の

証明書によってその後の行為に同項の適用を受けることはでき

ないとしています。後者の判決は特許侵害事件における特許法

30条2項の適用の可否についての判断ですが、今回の知財高

裁は、その判断を意匠の新規性喪失の例外の適用においても

踏襲したものとみることができます。
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者の視覚を通じて起こさせる美観に基づいて行われるところ、

本件意匠に係る物品である瓦は、瓦を施工する建築業者等の

みならず、瓦を注文して所有者等となる屋根工事の施主も重要

な需要者であり、建築業者等であっても、最終的には施工後に

施主から見た美観の観点を重視するというべきであるから、施

工する建築業者のみならず、施工後に施主が重視する美観の

観点からも行うべきとしました。

その上で、本件意匠と本件模様瓦は、基本的構成態様が同じ

であり、具体的構成態様における相違点や本件模様瓦の裏面

の不明な部分は、施工後は完全に隠れてしまう部分であることか

ら美観に影響を与えるものとは認めがたく、最も異なる本件意匠

の瓦表面の隆起も、瓦全体からみるとこの差異はごくわずかであ

り、特に施工後は隆起の程度も屋根全体からみて相対的に小さ

いことから、需要者は隆起の程度にまでは注意はいかないとし

て、本件意匠と本件模様瓦の意匠は類似すると判断しました。

 (2) 本件模様瓦の意匠は公然と知られたか

知財高裁は、本件審決と同様に、本件写真及び本件パンフ

レットには、本件模様瓦の意匠が開発中であることや、関係者に

対する内部的なものであるなどの記載はなかったこと、「秘」、「部

外秘」、「非公開資料」などの記載もなかったこと、送信したメー

ル本文にもそのような記載はなく、X2及びX2の従業員とYらとの

間で本件模様瓦の意匠に関して秘密保持契約を締結したことも

なかったといった事情の下では、本件写真及び本件パンフレット

の交付により、本件模様瓦の意匠は、遅くとも交付日にはX2の

従業員らに知られ、本件意匠の意匠登録出願前に公然と知ら

れたものと認定しました。

Yらは、X2は、Yらから本件模様瓦の意匠について、守秘扱い

を求められる関係にあったことなどから、本件意匠は公然知られ

たものではない旨主張しましたが、知財高裁は、上記の事実関

係の下では、Yらには本件意匠を秘密とする意思はなかったと

し、また、X2に秘密保持義務を認めることもできないとしました。

 (3) 新規性喪失の例外の適用の可否　（※下線は筆者）

Yらは、本件パンフレット及び本件写真の交付は、本件説明

会での意匠公開者（X2代表者）に対する（事前の）情報提供行

為であり、本件説明会での公開行為と実質的に同一の範疇に

ある密接に関連するものであるから、意匠法4条2項の適用を受

ける旨を主張しました。

知財高裁は、同項が、新規性喪失の例外を認める手続として

特に定められたものであることから、権利者の行為に起因した公

開行為が複数存在するような場合には、本来、それぞれにつき

同項の適用を受ける手続を行う必要があるが、手続を行った意

匠の公開行為と実質的に同一とみることができるような密接に関

連する公開行為によって公開された場合については、別個の手

続を要することなく同項の適用を受けることができるとしました。

本件証明書は、本件説明会における市長プレゼンテーション

に係るものであって、X2への本件パンフレット及び本件写真の

送付とは異なる行為であり、しかも本件パンフレット及び本件写

真の送付は本件説明会の前に行われたものであるから、本件

説明会と実質的に同一の行為とみることができるような密接に

関連するものであるということはできず、また、本件パンフレット

（筆者注：商品特徴を謳った文言に加えて、製造工場名や担当

者の連絡先も記載されていました。）は単なる意匠公開者への

情報提供行為とは異なるものであるとして、意匠法4条2項の適

用を受けることはできないと判断しました。

5. 若干の検討

 (1) 類否判断について

登録意匠とそれ以外の意匠の類否判断は、需要者の視覚を

通じて起こさせる美観に基づいて行われます。本件審決と本件

判決は、類否判断における需要者をいずれも建築業者と施主

としていますが、結論は分かれました。

本件審決では、本件模様瓦の意匠は、本件写真及び本件パ

ンフレットから、その背面、右側面及び底面の形状が不明である

点などを重視しており、実際に施工を行う建築業者等の美観を

重視していることがうかがえます。これに対して、知財高裁は、瓦

の意匠の類否判断は、施工する建築業者のみならず、施工後に

施主が重視する美観の観点からも行うべきとした上で、瓦の施工

後は完全に隠れてしまう部分や認識しがたい小さな差異等は、

3　意匠審査基準によると、①同一の取引先へ同一の商品を複数回納品した場合における、初回の納品によって公開された意匠と、2回目以降の納品によって
公開された意匠、②意匠を掲載した製品カタログを取引先に配布することによって意匠を公開した後、取引先の注文に応じて製品を納品することによって2回目
以降の公開がなされた意匠については、先の公開について意匠法4条2項の規定の適用を受けるものであれば、その先の公開に基づく第2回以降の公開によっ
ても、その意匠は公知意匠に該当するに至らなかったものとするとしています。
4　安立卓司「第4条」寒河江孝允ほか編著『意匠法コンメンタール〔新版〕』（勁草書房、2022年）287～290頁は、この特許庁の運用を批判し、新規性を喪失した
「意匠ごと」に証明すれば足りるとすべきと主張しています。
5　東京高判平元・6・27判例工業所有権法6117の8頁。
6　大阪地判平29・4・20裁判所ウェブサイト（特許侵害訴訟）は、本件で知財高裁が示した規範と同じ規範を示していました。

目次へ戻る
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Ⅰ　はじめに

本件は、X1がYら2に対し、Yらが共同して複数のブログ等にお

いてXの名誉を毀損等する内容の記事等を投稿したとして損害

賠償等を請求した事案です。本件で問題とされた記事等投稿

及び論点は多岐に亘りますが、紙幅の制約上、本稿では、YBの

ブログ投稿による名誉棄損、YBによる名誉棄損投稿に関連し

たYB、YC及びYDの共同不法行為、並びに損害論に関し、判決

理由を一部抜粋してご紹介します。

Ⅱ　裁判所の判断概要

1　　名誉毀損の判断枠組み

　名誉毀損とは、人の品行、徳行、名声、信用等の人格的価

値について社会から受ける客観的な評価を低下させる行為

であるところ、ある表現内容が名誉毀損に該当するというた

めには、表現行為が公然とされ、表現内容が不特定又は多

数人に認識されるか、認識可能な状態に置かれる必要があ

ると解される。

　ある表現の意味内容が他人の社会的評価を低下させるも

のであるかどうかは、当該表現についての一般の読者の普

通の注意と読み方を基準として判断すべきものであるところ
3、当該表現が特定の人物の実名を用いてされていなくても、

当該表現についての一般の読者の普通の注意と読み方を

基準として、当該表現の対象者を特定できれば足りると解す

るのが相当である。

　事実を摘示しての名誉毀損にあっては、その行為が公共の

利害に関する事実に係り、かつ、その目的が専ら公益を図る

ことにあった場合に、摘示された事実がその重要な部分につ

いて真実であることの証明があったときには、上記行為には

違法性がなく、仮に上記事実が真実であることの証明がない

ときにも、行為者において上記事実を真実と信ずるについて

相当の理由があれば、その故意又は過失は否定される4。

　一方、ある事実を基礎としての意見ないし論評の表明によ

る名誉毀損にあっては、その行為が公共の利害に関する事

実に係り、かつ、その目的が専ら公益を図ることにあった場合

に、上記意見ないし論評の前提としている事実が重要な部分

について真実であることの証明があったときには、人身攻撃

に及ぶなど意見ないし論評としての域を逸脱したものでない

限り、上記行為は違法性を欠くものというべきである5。そし

て、仮に上記意見ないし論評の前提としている事実が真実で

あることの証明がないときにも、事実を摘示しての名誉毀損

における場合と対比すると、行為者において上記事実を真実

と信ずるについて相当の理由があれば、その故意又は過失

は否定されると解するのが相当である6。

2　Xの同定可能性について

　YBは、YB各記事等7の大部分において、Xのハンドルネー

ム8を使用する人物についての事実の摘示又は論評をしてい

る。Xがブログを開設していることやXアカウントを管理してい

ることを知っている者であれば、Xであると特定することは可

能であるといえ、YBブログ等の読者の普通の注意と読み方

を基準とすれば、YB各記事等は、いずれもXについての事実

の摘示又は論評であると理解される。

3　YB各記事等の意味内容がXの社会的評価を低下させるも

のであるか9

　【YB番号１の各記事】…YB番号１の各記事等は、一般の読

者の普通の注意と読み方を基準として判断すれば、いずれ

も、Xが、YBに対し、本件原画像10を使用したことについて、真

実は、著作権を侵害するものとはならないにもかかわらず、著

作権を侵害する行為に当たり、犯罪であるなどとインターネッ

ト上で頻繁にコメントしたこと、その他これに関連するXの言

動等の事実を基礎として、Xが「ストーカー」であるとの論評を

するものであると認められる。…このような表現は、一般の読

者の普通の注意と読み方を基準として判断すれば、Xが、い

いがかりをつけて特定の他者につきまとい、迷惑をかける者

であるとの印象を与えるものといえるから、これらの表現の意

味内容は、いずれも、Xの社会的評価を低下させるものと認

められる。

4　違法性阻却事由の存否について

　【YB番号1の各記事】…Xは、①YBによるYBブログ１の記

事に関し、同ブログのコメント欄に、数回にわたり質問をした

こと、②YBが、YBブログ１に本件複製画像11を掲載した後、

強い論調でYBを批判し、本件複製画像を削除するよう繰り

返し要求したこと、③第三者のブログ上で、YBの行為を強く

非難する言動をしていることが認められる。YBによるXがス

トーカーであるとの論評は、上記事実を前提としたものと考え

られるものの、XからYBに最後にメッセージが送られた平成

26年3月25日から、令和2年6月まで、繰り返し、合計951回に

わたり投稿されていることからすると、もはや上記事実を前提

とする論評の域を超え、Xに対する人身攻撃に及ぶ表現であ

るといわざるを得ないから、違法性が阻却されるとは認めら

れない。

5　共同不法行為の成否

　民法719条の共同不法行為が成立するためには、共同行

為者各自の行為が客観的に関連し共同して違法に損害を加

え、各自の行為がそれぞれ独立に不法行為の要件を備える

ことを要する12。

　（客観的関連共同認定根拠としてYC及びYDが、YBブログ

のXに対する名誉棄損等記事のコメント欄に投稿をしている

こと等を認定したうえで）Yらは、平成27年10月14日以降の、

YB番号1…の記事等の投稿…によるXに対する名誉権侵害

の限度で、客観的に関連共同しているといえ、共同不法行為

が成立する。

6　名誉棄損等による損害（YB番号1の各記事等の投稿）によ

る損害

　Yらによる共同不法行為は、平成27年10月頃から令和2年

6月頃まで、4年を超える期間にわたって継続して行われ、そ

の合計記事等数は、YBにつき優に1000件を超えている。

　YBは、同一の記事の内容を複数の掲示板に投稿する、名

誉毀損等の表現内容を含む記事へ遷移するよう、別の媒体

の記事にリンクを貼るなどしていたことが認められることから

すると、実際には、上記記事数では考慮できないほどの表現

の拡散があったといえる。

　YDが精神科医であることを考慮すると、Xは、YBに対し、恋

愛感情等を持って特定の者につきまとう犯罪行為をしている

者であるとの摘示事実や、Xは、PTSDや解離性同一性障害

などの精神障害を患っているとの摘示事実の各内容が、YD

ブログの読者に真実らしく受け止められるおそれは高く、Xの

社会的評価の低下に少なくない影響を与えたと認められる。

　Xが心理援助職に就いており、各種学校にスクールカウン

セラーとして稼働する者であること、証拠…によれば、Xは、

YBによるG13に対する嫌がらせ等が懸念されることを理由

に、同団体が独自に認定するカウンセラーとしての資格をは

く奪されたと認められることなどを併せ考慮すれば、Xの損

害額を250万円と認めるのが相当である。

Ⅲ　コメント

ブログ及びツイッターの普及に伴い、ブログ等の投稿等を通

じた情報発信及び意見交換は盛んに行われていますが、本判

決は、かようなブログ等の投稿等に関し、名誉棄損、共同不法

行為の成否及び損害論について詳細に検討したものです。本

判決は、名誉棄損及び共同不法行為の成否に関し、これまでの

最高裁判例等が示した規範を提示しつつ、本件に現れた事情

に即して当てはめを行ったうえで、相応に高額な損害額を認定

したものです。本件では、YB、YC及びYDによる記事投稿は4年

を超える期間に亘って継続して行われており、YBによる記事投

稿は優に1000件を超えていたという事情が相応に高額な損害

額認定につながったように思われます。事例判決ではあります

が、ブログ等の投稿等に基づく損害賠償責任を検討するにあ

たって参考になると思料します。

いようにしましょう。」という部分、及び原告文章5のうち、「着手

した後に「あっ、間違えた！」「ちょっと待てよ…」などと思っても、

勝手に駒を戻してはいけません。」という部分について著作物

性を認め、各部分がそれぞれ本件ナレーション等2及び5の対

応する部分と類似するため、本件ナレーション等の放送がXの

著作権（公衆送信権）及び著作者人格権（氏名表示権）を侵害

するとして、Yに対し5万5500円の支払を命じました。

以下では、原告文章2及び5に係る裁判所の判示を紹介いた

します。

●原告文章2について

「「雑用は喜んで！」とばかりに下位者が手を出さないように

しましょう。」という部分については、X自身の経験に基づ

き、初心者等が陥りがちな誤りを指摘するため、広く一般に

目下の者が「雑用」を率先して行うに当たっての心構えを

示したものといい得る表現を選択し、これを簡潔な形で用

いた上で、しかし、逆に、将棋の駒の準備や片付けに関し

てはこれが当てはまらないことを述べることで、将棋の初

心者にも分かりやすく、かつ、印象に残りやすい形で伝え

るものといえる。

この点、本件番組の制作時に参考にした書籍やウェブサイ

トであるYが当審において提出した証拠のうち駒の準備や

片付けについて記載されたものにも、類似の表現は見受

けられない。

したがって、上記部分は、特徴的な言い回しとして、Xの個

性が表現として現れた創作性のあるものということができ、

著作物性を有するというべきである。

●原告文章5について

「着手した後に「あっ、間違えた！」「ちょっと待てよ…」などと

思っても、勝手に駒を戻してはいけません。」という部分に

ついては、将棋を指す者が抱き得る感情を分かりやすく簡

潔に表現することで、将棋の初心者にも印象に残りやすい

形で伝えるものといえる。

この点、当審提出証拠のうち「待った」について記載された

ものの中に、類似の表現はほとんど見受けられず、唯一、

「仮に駒から手を離した瞬間に「あ、間違っている」と気づ

いたとしても」という類似の表現が用いられているものはあ

るが、原告文章5は、X自身の経験に基づき、感嘆符等の記

号を用いるほか、「あっ、間違えた！」という語と「ちょっと待

てよ・・・」という語を続けてたたみかけることで、将棋を指

す者が抱き得る感情とルール又はマナーとしての将棋の

「待った」をより生き生きと分かりやすく、かつ、印象深く表

現するものといえる。

したがって、上記部分は、Xの個性が表現として現れた創作

性のあるものということができ、著作物性を有するというべ

きである。

3　まとめ

以上のとおり、裁判所は、原告ウェブサイトに掲載された比

較的短い文章のうち一部について著作物性を認めました。

本件は、事例判決ですが、比較的短い文章については、著

作物性が認められにくいとされるところ、比較的短い文章がど

のような場合に著作物性を有するかについて、実務上参考に

なると思われますので、ご紹介した次第です。

本ニュースレターの発行元は弁護士法人大江橋法律事務所です。弁護士法人大江橋法律事務所は、1981年に設立された日本の総合法律事務所です。東京、大阪、名古屋、海外は上海に
オフィスを構えており、主に企業法務を中心とした法的サービスを提供しております。本ニュースレターの内容は、一般的な情報提供に止まるものであり、個別具体的なケースに関する法
的アドバイスを想定したものではありません。本ニュースレターの内容につきましては、一切の責任を負わないものとさせて頂きます。法律・裁判例に関する情報及びその対応等については
本ニュースレターのみに依拠されるべきでなく、必要に応じて別途弁護士のアドバイスをお受け頂ければと存じます。

1　事案の概要

本件は、原告・控訴人（X）が将棋に関するウェブサイト（原告

ウェブサイト）を管理運営していたところ、被告・被控訴人（Y）

が放送したテレビ番組（本件番組）で、原告ウェブサイトに掲載

された将棋のマナー・ルールに関する5つの文章（原告文章1

～5）と類似したナレーション及び字幕（本件ナレーション等1

～5）が放映されたため、XがYに対し、著作者人格権（氏名表

示権）侵害に基づく損害賠償請求及び著作権（公衆送信権）

侵害に基づく損害賠償請求を行ったものです。

原告文章1～5及び本件ナレーション等1～5は、それぞれ以

下のとおりです（紙幅の関係で原告文章の一部を省略してい

ます。省略部分は「…」で表しています。）。

なお、Xは、原審では人格権の侵害（平穏な日常の阻害や名

誉棄損に係るもの）に基づく請求を行い、その請求が棄却され

ましたが、控訴審では、Xは人格権侵害に基づく請求を著作者

人格権（氏名表示権）侵害に基づく請求（請求の趣旨は原審

におけるものと同じ。）に交換的に変更するとともに、著作権（公

衆送信権）侵害に基づく請求を追加しました。

本記事では、権利侵害に係る裁判所の判示について紹介い

たします。

2　裁判所の判断

裁判所は、原告文章1～5のうち、1、3及び4の全部分並びに

2及び5の一部分については、「その記載内容は、いずれも将棋

のルール又はマナーであって、当該内容自体から創作性を認

めることはできず、その表現についても、ありふれたものといえ、

控訴人の何らかの個性が表現として現れているものとは直ち

に認め難い。」として著作物性を認めませんでしたが、原告文

章2のうち、「「雑用は喜んで！」とばかりに下位者が手を出さな

知財高裁（2部）令和5年3月16日判決（令和4年（ネ）第10103号）裁判所ウェブサイト〔将棋マナー説明文章事件〕

ウェブサイトに掲載された比較的短い文章の著作物性を認めた事例

水 野  真 孝

次ページへ続く

著 作 権

（1-3．座る場所）
将棋道場などでは、あまり気に
する必要はありません。空いて
いる場所を探してスムーズに着
席し、対局の準備をしましょう。
和室で指導対局を受けるような
場合は、上座（かみざ）・下座

（しもざ）があります。そして、上
位者が上座に座ることとなりま
す。…分からなければ「下座は
どちらになりますか？」のように
聞くといいでしょう。

道場では、空いている場所を探
してスムーズに着席し、対局の
準備をしましょう。上位者が上
座に座りますが、分からないと
きはお互いに確認しましょう。

（1-4．駒は上位者が準備・片付
けをする）駒の準備（盤の上に
広げる）や片付け（駒箱にしま
う）は上位者がやることになって
います。

「雑用は喜んで！」とばかりに下
位者が手を出さないようにしま
しょう。

駒の準備や片付けは上位者が
行います。「雑用は喜んで」とば
かりに下位の者が手を出さな
いようにしましょう。

（1-5．王（王将）は上位者、玉
（玉将）は下位者が使う）
駒を並べる時、最初に上位者
が王（王将）を取って並べます。
その後、下位者が玉（玉将）を
取って並べます。…

駒の並べ方は、最初に上位者
が王将を取って並べ、その後、
下位の者が玉将を取って並べ
ます。

（2-2．持ち駒はきれいに並べて
置く）
持ち駒は、同じ種類ごとにまと
めて、表向きで、きれいに並べ
て置くようにしましょう。駒をぐ
ちゃぐちゃに置いたり、裏返した
り、重ねたりしてはいけません。

対局が始まりました。最初に注
意したいのが持ち駒。持ち駒は
表向きにきれいに並べましょう。
駒をぐちゃぐちゃに置いたり、裏
返したり、重ねたりしてはいけま
せん。

（2-3．待ったをしない）
着 手した後に「あっ、間 違え
た！」「ちょっと待てよ…」などと
思っても、勝手に駒を戻しては
いけません。
ルール上は駒から指を離した
ら、着手完了です。そして、待っ
たは反則なので、大会などでは
戻してしまった瞬間に負けとな
ります。

着手した後に「あっ、間違えた」
「ちょっと待って」と思っても、勝
手に駒を戻してはいけません。
ルール上は駒から指を離した
ら着手完了、待ったは反則なの
で、大会では戻してしまった瞬
間負けとなります。

 1

 2

 3

 4

 5

 原告文章 本件ナレーション等

裁判例はこちら

PROFILEはこちら

https://www.ohebashi.com/jp/lawyers/mizuno_masataka.php
https://www.ip.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/878/091878_hanrei.pdf
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いようにしましょう。」という部分、及び原告文章5のうち、「着手

した後に「あっ、間違えた！」「ちょっと待てよ…」などと思っても、

勝手に駒を戻してはいけません。」という部分について著作物

性を認め、各部分がそれぞれ本件ナレーション等2及び5の対

応する部分と類似するため、本件ナレーション等の放送がXの

著作権（公衆送信権）及び著作者人格権（氏名表示権）を侵害

するとして、Yに対し5万5500円の支払を命じました。

以下では、原告文章2及び5に係る裁判所の判示を紹介いた

します。

●原告文章2について

「「雑用は喜んで！」とばかりに下位者が手を出さないように

しましょう。」という部分については、X自身の経験に基づ

き、初心者等が陥りがちな誤りを指摘するため、広く一般に

目下の者が「雑用」を率先して行うに当たっての心構えを

示したものといい得る表現を選択し、これを簡潔な形で用

いた上で、しかし、逆に、将棋の駒の準備や片付けに関し

てはこれが当てはまらないことを述べることで、将棋の初

心者にも分かりやすく、かつ、印象に残りやすい形で伝え

るものといえる。

この点、本件番組の制作時に参考にした書籍やウェブサイ

トであるYが当審において提出した証拠のうち駒の準備や

片付けについて記載されたものにも、類似の表現は見受

けられない。

したがって、上記部分は、特徴的な言い回しとして、Xの個

性が表現として現れた創作性のあるものということができ、

著作物性を有するというべきである。

●原告文章5について

「着手した後に「あっ、間違えた！」「ちょっと待てよ…」などと

思っても、勝手に駒を戻してはいけません。」という部分に

ついては、将棋を指す者が抱き得る感情を分かりやすく簡

潔に表現することで、将棋の初心者にも印象に残りやすい

形で伝えるものといえる。

この点、当審提出証拠のうち「待った」について記載された

ものの中に、類似の表現はほとんど見受けられず、唯一、

「仮に駒から手を離した瞬間に「あ、間違っている」と気づ

いたとしても」という類似の表現が用いられているものはあ

るが、原告文章5は、X自身の経験に基づき、感嘆符等の記

号を用いるほか、「あっ、間違えた！」という語と「ちょっと待

てよ・・・」という語を続けてたたみかけることで、将棋を指

す者が抱き得る感情とルール又はマナーとしての将棋の

「待った」をより生き生きと分かりやすく、かつ、印象深く表

現するものといえる。

したがって、上記部分は、Xの個性が表現として現れた創作

性のあるものということができ、著作物性を有するというべ

きである。

3　まとめ

以上のとおり、裁判所は、原告ウェブサイトに掲載された比

較的短い文章のうち一部について著作物性を認めました。

本件は、事例判決ですが、比較的短い文章については、著

作物性が認められにくいとされるところ、比較的短い文章がど

のような場合に著作物性を有するかについて、実務上参考に

なると思われますので、ご紹介した次第です。

1　事案の概要

本件は、原告・控訴人（X）が将棋に関するウェブサイト（原告

ウェブサイト）を管理運営していたところ、被告・被控訴人（Y）

が放送したテレビ番組（本件番組）で、原告ウェブサイトに掲載

された将棋のマナー・ルールに関する5つの文章（原告文章1

～5）と類似したナレーション及び字幕（本件ナレーション等1

～5）が放映されたため、XがYに対し、著作者人格権（氏名表

示権）侵害に基づく損害賠償請求及び著作権（公衆送信権）

侵害に基づく損害賠償請求を行ったものです。

原告文章1～5及び本件ナレーション等1～5は、それぞれ以

下のとおりです（紙幅の関係で原告文章の一部を省略してい

ます。省略部分は「…」で表しています。）。

なお、Xは、原審では人格権の侵害（平穏な日常の阻害や名

誉棄損に係るもの）に基づく請求を行い、その請求が棄却され

ましたが、控訴審では、Xは人格権侵害に基づく請求を著作者

人格権（氏名表示権）侵害に基づく請求（請求の趣旨は原審

におけるものと同じ。）に交換的に変更するとともに、著作権（公

衆送信権）侵害に基づく請求を追加しました。

本記事では、権利侵害に係る裁判所の判示について紹介い

たします。

2　裁判所の判断

裁判所は、原告文章1～5のうち、1、3及び4の全部分並びに

2及び5の一部分については、「その記載内容は、いずれも将棋

のルール又はマナーであって、当該内容自体から創作性を認

めることはできず、その表現についても、ありふれたものといえ、

控訴人の何らかの個性が表現として現れているものとは直ち

に認め難い。」として著作物性を認めませんでしたが、原告文

章2のうち、「「雑用は喜んで！」とばかりに下位者が手を出さな

目次へ戻る
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1．事案の概要

本件はUCN（中性子の一種）の研究者であるXらが、国立大

学法人法に基づき設立された法人である大学共同利用機関法

人高エネルギー加速器研究機構（Y）に対し、不正競争防止法

の営業秘密不正使用行為（不正競争防止法2条1項7号）等を

理由に、Xらを中心とする研究室において設置・改良を加えた

UCN実験装置（本件物件）に関し、Yによるその使用等の差止

を求めた事案です。本件物件は、Xらが申請した独立行政法人

日本学術振興会からの科学研究費補助金（科研費）等をもとに

製作されたものでしたが、科研費に関する取扱規程では、科研

費で購入された設備は所属機関に寄付することが義務付けら

れていたため、Yに寄付されていました。Xらはこの取扱いに反

対していたようであり、別件訴訟（水戸地方裁判所土浦支部平

成28年（ワ）第253号）では、本件物件の一部について、YがXら

に対し所有権に基づく返還を請求し、この請求が認容され（確

定）、強制執行まで行われたようです。本件訴訟は、こうしたXら

とYの間の本件物件の利用権に関する紛争の一つとして、提起

されたものと解されます。

本件では、Xらは、不正競争防止法以外の差止原因や、損害

賠償請求も主張していましたが、それらを含めXらの請求はい

ずれも棄却されています。本稿では、営業秘密該当性に関する

判示のみを取り上げます。

2．本判決の判断

本判決は、以下のように述べ、Xらの主張する営業秘密（本件

物件に化体しているとされる情報（本件情報））は、そもそも営業

秘密該当性を判断できる程度に特定されておらず、主張自体失

当としてXの請求を排斥しました。

 Xらは、本件情報を、「本件物件の外部形状、内部構造及びそ

の機能を発揮させるため組み上げられた各部の装置や機器

（構成部品）を含む仕組み自体であり、形状及び構造にあっ

ては、本件物件全体及び各構成部品の形状、寸法、加工及

び組立てに関する情報」と特定する。

 しかし、かかる記述は情報の属性を極めて抽象的に述べたも

のにすぎず、具体的な技術思想や技術的意義を含む情報の

具体的内容を読み解くことは全く不可能であり、ひいては公

知の情報との対比（有用性、非公知性）や、管理態様（秘密管

理性）を観念することができず、営業秘密の要件を備えるかど

うかを判断することができない。

 したがって、Xらの主張によってはそもそも本件情報が営業秘

密に当たるとすることはできず、その主張は失当に帰する。X

らは先例からこのような特定で十分であるとするが、上記の

とおり、営業秘密に該当するかどうかの判断ができない以

上、Xらの主張は採用することができない。

3．本判決の意義

不正競争防止法の営業秘密に関する訴訟では、有用性、非

公知性、及び秘密管理性の3要件が争点になることが多いです

が、前提として3要件が判断できる程度に営業秘密とされる情

報の内容が特定されている必要があります。また、特定の程度

は、非公知性や秘密管理性の判断にも影響し、抽象的であれ

ばあるほど、非公知性や秘密管理性を充たすことが難しくなる

と解されます（本判決においても、仮に本件情報が特定の点に

おいて不十分である点を措くとしても、本件情報は少なくとも秘

密管理性及び非公知性を欠いて営業秘密には該当しないと判

断されています。）。

本件では、営業秘密として主張された内容が明らかに抽象

的にすぎたといえますが、関係する資料が膨大な場合に、何を

大阪地裁（26部）令和5年7月3日判決（令和2年（ワ）第12387号）裁判所ウェブサイト〔UCN実験装置使用差止等請求事件〕

営業秘密として主張された情報が、抽象的にすぎ、
営業秘密該当性を判断できないとされた事例

渡 辺  洋

１. 事案の概要

本件は、Xら（X1は建設会社、X2は設計事務所）が、意匠に係

る物品を「瓦」とする意匠（登録第1663938号、「本件意匠」）に

ついて、本件意匠の権利者であるYら（Y1は瓦製造会社）に対

して、意匠登録無効審判を請求したところ、令和4年12月13日、

特許庁が当該審判請求は成り立たないとする審決（「本件審

決」）をしたため、本件審決の取消しを求めて知財高裁に訴えを

提起した事案です。

２. 背景事実

・  H28.7.14 石垣市が、市役所新庁舎建設の公募による設計

者選定作業のための最終審査の公開プレゼンテーション・ヒ

アリングを行った。X2が提出したプレゼンテーション資料に

は、屋根の赤瓦に漆喰の白い模様が示されていた。

・ H28.8.8 石垣市は新庁舎の建設工事の設計をX2らに発注

した。Y1とX2はこの頃から、新庁舎の屋根に用いる瓦の施工

に関連して関係を持つようになった。

・  H29.2.16 Y1の代表者がX2の従業員に、瓦（「本件模様瓦」）

のパンフレット（「本件パンフレット」）及び写真（「本件写真」）

を交付した。

・  H29.2.19 X2の代表者が、石垣市新庁舎基本設計説明会

（「本件説明会」）で、新庁舎の設計コンセプトを説明し、Y1ら

が発明した「しっくいの代わりに上薬を使った赤瓦」を使用す

ることを報告した。

・ H29.6.19 Yらは、本件意匠に係る出願の元となる特許出願

を行った。同出願では、本件説明会での公開について、「発明

の新規性の喪失の例外の規定の適用を受けるための証明

書」（「本件証明書」）を提出していた。

・  R2.6.30 Yらは本件意匠につき設定登録を受けた。

３. 本件審決

Xらは、審判手続において、①本件意匠は意匠登録出願前に

公然知られた瓦の意匠である「万葉」に釉薬を塗布して焼成し、

疑似漆喰模様を施した本件模様瓦の意匠に類似しているとこ

ろ、本件模様瓦の意匠は本件パンフレット及び本件写真の交付

により公然実施されたものであるから、新規性喪失により意匠

登録を受けることができない、②本件意匠の出願・登録は、本件

意匠の共同創作者であるX2の代表者やX2に無断でなされて

おり、共同出願に違反している、との無効理由を主張しました。

本件審決は、①につき、本件模様瓦の意匠は、本件パンフ

レット及び本件写真を平成29年2月16日にX2に交付したことに

より、本件意匠出願前に公然知られた意匠となったが、本件模

様瓦の意匠は、その背面、右側面及び底面の形状が不明であ

り、瓦を観察する需要者は、左側面形状、右側面形状及び底面

形状に注意を払うというべきであるから、それら形状が不明な

本件模様瓦と本件意匠との相違が両意匠の類否判断に及ぼ

す影響は大きく、背面の形態についても不明であることの類否

判断に及ぼす影響も小さくはないから、これら相違点が類否判

断に及ぼす影響が大きいことを考慮すると、本件意匠は本件

模様瓦の意匠に類似しないと認定しました。また、②について

は、X2の代表者が本件意匠の創作をしたということはできない

ので、共同出願に違反してなされたものとはいえないと認定し

ました。

4. 裁判所の判断

Xらは、本件訴訟において、上記①及び②の無効理由の判断

の誤りを取消事由として主張しました。知財高裁は、②に関する

取消事由は理由がないとしつつ、①に関する取消事由を認め、

本件審決を取り消しました。本稿では①を取り上げます。

不 正 競 争
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もって営業秘密と主張するかは、原告の立証方針だけでなく、

被告の防御活動とも関わり、悩ましい点です。個別の事情に応

じて判断せざるを得ませんが、最低限具体的な技術思想や技

術的意義を読み解くことができる程度に特定しなければならな

い点に注意が必要です。

需要者に異なる印象をもたらすものとは認められないなどと判断

しました。新規性審査時の類否判断においては、物品の流通時

にのみ視覚観察される形状等が注意をひく程度は、原則として

他の部位よりも小さいとされており 、また、瓦は組み合わされて

（一部は外部から完全に隠れて）建物の屋根としての外観を構

成する物品であるため、知財高裁は、施主が重視する、瓦の施工

後の屋根全体の美観をより重視したとみることもできます。

（2） 新規性喪失の例外（意匠法4条2項）の適用要件

意匠登録を受ける権利を有する者の行為に起因して同一の

意匠が複数回公開された場合において、意匠法4条2項の規定

の適用を受けるためには、特許庁の運用では、原則として、それ

ぞれの｢公開の事実｣が｢証明する書面｣に記載されている必要

があります。ただし、先の公開に基づいて事後の公開が行われ

たという関係性がある場合には、先の公開の事実について証

明がなされれば、後の公開の事実の証明は不要となります（意

匠審査基準第Ⅲ部第3章5.1）³。

この点、新規性喪失の事実は、新規性を喪失した「意匠ごと」

に証明すれば足りるのか、それとも「公開行為ごと」に証明しな

ければならないのかについて争いがありますが、平成29年3月

31日改訂の意匠審査基準は、上記のとおり、後者の立場を取る

ことを明確化しました⁴。

本件で、知財高裁は、後者の立場に立ち、権利者の行為に起

因した公開行為が複数存在するような場合には、本来、それぞ

れにつき同項の適用を受ける手続を行う必要があるが、手続を

行った意匠の公開行為と実質的に同一とみることができるよう

な密接に関連する公開行為によって公開された場合には別個

の手続は不要と判示しています。判例では、2回目の公表行為

が権利者自身の行為ではなかった場合 や、最初の団体への販

売行為とは別の団体への販売行為であって、両団体の販売地

域や扱っている商品が異なっている場合⁵には、最初の行為の

証明書によってその後の行為に同項の適用を受けることはでき

ないとしています。後者の判決は特許侵害事件における特許法

30条2項の適用の可否についての判断ですが、今回の知財高

裁は、その判断を意匠の新規性喪失の例外の適用においても

踏襲したものとみることができます。

 (1) 本件意匠と本件模様瓦の意匠との類否判断

知財高裁は、登録意匠とそれ以外の意匠の類否判断は需要

者の視覚を通じて起こさせる美観に基づいて行われるところ、

本件意匠に係る物品である瓦は、瓦を施工する建築業者等の

みならず、瓦を注文して所有者等となる屋根工事の施主も重要

な需要者であり、建築業者等であっても、最終的には施工後に

施主から見た美観の観点を重視するというべきであるから、施

行する建築業者のみならず、施工後に施主が重視する美観の

観点からも行うべきとしました。

その上で、本件意匠と本件模様瓦は、基本的構成態様が同じ

であり、具体的構成態様における相違点や本件模様瓦の裏面

の不明な部分は、施工後は完全に隠れてしまう部分であることか

ら美観に影響を与えるものとは認めがたく、最も異なる本件意匠

の瓦表面の隆起も、瓦全体からみるとこの差異はごくわずかであ

り、特に施工後は隆起の程度も屋根全体からみて相対的に小さ

いことから、需要者は隆起の程度にまでは注意はいかないとし

て、本件意匠と本件模様瓦の意匠は類似すると判断しました。

 (2) 本件模様瓦の意匠は公然と知られたか

知財高裁は、本件審決と同様に、本件写真及び本件パンフ

レットには、本件模様瓦の意匠が開発中であることや、関係者に

対する内部的なものであるなどの記載はなかったこと、「秘」、「部

外秘」、「非公開資料」などの記載もなかったこと、送信したメー

ル本文にもそのような記載はなく、X2及びX2の従業員とYらとの

間で本件模様瓦の意匠に関して秘密保持契約を締結したことも

なかったといった事情の下では、本件写真及び本件パンフレット

の交付により、本件模様瓦の意匠は、遅くとも交付日にはX2の

従業員らに知られ、本件意匠の意匠登録出願前に公然と知ら

れたものと認定しました。

Yらは、X2はYらから本件模様瓦の意匠について、守秘扱いを

求められる関係にあったことなどから、本件意匠は公然知られ

たものではない旨主張しましたが、知財高裁は、上記の事実関

係の下では、Yらには本件意匠を秘密とする意思はなかったと

し、また、X2に秘密保持義務を認めることもできないとしました。

 (3) 新規性喪失の例外の適用の可否　（※下線は筆者）

Yらは、本件パンフレット及び本件写真の交付は、本件説明

会での意匠公開者（X2代表者）に対する（事前の）情報提供行

為であり、本件説明会での公開行為と実質的に同一の範疇に

ある密接に関連するものであるから、意匠法4条2項の適用を受

ける旨を主張しました。

知財高裁は、同項が、新規性喪失の例外を認める手続として

特に定められたものであることから、権利者の行為に起因した公

開行為が複数存在するような場合には、本来、それぞれにつき

同項の適用を受ける手続を行う必要があるが、手続を行った意

匠の公開行為と実質的に同一とみることができるような密接に関

連する公開行為によって公開された場合については、別個の手

続を要することなく同項の適用を受けることができるとしました。

本件証明書は、本件説明会における市長プレゼンテーション

に係るものであって、X2への本件パンフレット及び本件写真の

送付とは異なる行為であり、しかも本件パンフレット及び本件写

真の送付は本件説明会の前に行われたものであるから、本件

説明会と実質的に同一の行為とみることができるような密接に

関連するものであるということはできず、また、本件パンフレット

（筆者注：商品特徴を謳った文言に加えて、製造工場名や担当

者の連絡先も記載されていました。）は単なる意匠公開者への

情報提供行為とは異なるものであるとして、意匠法4条2項の適

用を受けることはできないと判断しました。

5.若干の検討

 (1) 類否判断について

登録意匠とそれ以外の意匠の類否判断は、需要者の視覚を

通じて起こさせる美観に基づいて行われます。本件審決と本件

判決は、類否判断における需要者をいずれも建築業者と施主

としていますが、結論は分かれました。

本件審決では、本件模様瓦の意匠は、本件写真及び本件パ

ンフレットから、その背面、右側面及び底面の形状が不明である

点などを重視しており、実際に施工を行う建築業者等の美観を

重視していることがうかがえます。これに対して、知財高裁は、瓦

の意匠の類否判断は、施行する建築業者のみならず、施工後に

施主が重視する美観の観点からも行うべきとした上で、瓦の施工

後は完全に隠れてしまう部分や認識しがたい小さな差異等は、

裁判例はこちら

PROFILEはこちら

https://www.ohebashi.com/jp/lawyers/watanabe_hiro.php
https://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/216/092216_hanrei.pdf
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1．事案の概要

本件はUCN（中性子の一種）の研究者であるXらが、国立大

学法人法に基づき設立された法人である大学共同利用機関法

人高エネルギー加速器研究機構（Y）に対し、不正競争防止法

の営業秘密不正使用行為（不正競争防止法2条1項7号）等を

理由に、Xらを中心とする研究室において設置・改良を加えた

UCN実験装置（本件物件）に関し、Yによるその使用等の差止

を求めた事案です。本件物件は、Xらが申請した独立行政法人

日本学術振興会からの科学研究費補助金（科研費）等をもとに

製作されたものでしたが、科研費に関する取扱規程では、科研

費で購入された設備は所属機関に寄付することが義務付けら

れていたため、Yに寄付されていました。Xらはこの取扱いに反

対していたようであり、別件訴訟（水戸地方裁判所土浦支部平

成28年（ワ）第253号）では、本件物件の一部について、YがXら

に対し所有権に基づく返還を請求し、この請求が認容され（確

定）、強制執行まで行われたようです。本件訴訟は、こうしたXら

とYの間の本件物件の利用権に関する紛争の一つとして、提起

されたものと解されます。

本件では、Xらは、不正競争防止法以外の差止原因や、損害

賠償請求も主張していましたが、それらを含めXらの請求はい

ずれも棄却されています。本稿では、営業秘密該当性に関する

判示のみを取り上げます。

2．本判決の判断

本判決は、以下のように述べ、Xらの主張する営業秘密（本件

物件に化体しているとされる情報（本件情報））は、そもそも営業

秘密該当性を判断できる程度に特定されておらず、主張自体失

当としてXの請求を排斥しました。

 Xらは、本件情報を、「本件物件の外部形状、内部構造及びそ

の機能を発揮させるため組み上げられた各部の装置や機器

（構成部品）を含む仕組み自体であり、形状及び構造にあっ

ては、本件物件全体及び各構成部品の形状、寸法、加工及

び組立てに関する情報」と特定する。

 しかし、かかる記述は情報の属性を極めて抽象的に述べたも

のにすぎず、具体的な技術思想や技術的意義を含む情報の

具体的内容を読み解くことは全く不可能であり、ひいては公

知の情報との対比（有用性、非公知性）や、管理態様（秘密管

理性）を観念することができず、営業秘密の要件を備えるかど

うかを判断することができない。

 したがって、Xらの主張によってはそもそも本件情報が営業秘

密に当たるとすることはできず、その主張は失当に帰する。X

らは先例からこのような特定で十分であるとするが、上記の

とおり、営業秘密に該当するかどうかの判断ができない以

上、Xらの主張は採用することができない。

3．本判決の意義

不正競争防止法の営業秘密に関する訴訟では、有用性、非

公知性、及び秘密管理性の3要件が争点になることが多いです

が、前提として3要件が判断できる程度に営業秘密とされる情

報の内容が特定されている必要があります。また、特定の程度

は、非公知性や秘密管理性の判断にも影響し、抽象的であれ

ばあるほど、非公知性や秘密管理性を充たすことが難しくなる

と解されます（本判決においても、仮に本件情報が特定の点に

おいて不十分である点を措くとしても、本件情報は少なくとも秘

密管理性及び非公知性を欠いて営業秘密には該当しないと判

断されています。）。

本件では、営業秘密として主張された内容が明らかに抽象

的にすぎたといえますが、関係する資料が膨大な場合に、何を

１. 事案の概要

本件は、Xら（X1は建設会社、X2は設計事務所）が、意匠に係

る物品を「瓦」とする意匠（登録第1663938号、「本件意匠」） に

ついて、本件意匠の権利者であるYら（Y1は瓦製造会社）に対

して、意匠登録無効審判を請求したところ、令和4年12月13日、

特許庁が当該審判請求は成り立たないとする審決（「本件審

決」）をしたため、本件審決の取消しを求めて知財高裁に訴えを

提起した事案です。

２. 背景事実

・  H28.7.14 石垣市が、市役所新庁舎建設の公募による設計

者選定作業のための最終審査の公開プレゼンテーション・ヒ

アリングを行った。X2が提出したプレゼンテーション資料に

は、屋根の赤瓦に漆喰の白い模様が示されていた。

・  H28.8.8 石垣市は新庁舎の建設工事の設計をX2らに発注

した。Y1とX2はこの頃から、新庁舎の屋根に用いる瓦の施工

に関連して関係を持つようになった。

・  H29.2.16 Y1の代表者がX2の従業員に、瓦（「本件模様瓦」）

のパンフレット（「本件パンフレット」）及び写真（「本件写真」）

を交付した。

・  H29.2.19 X2の代表者が、石垣市新庁舎基本設計説明会

（「本件説明会」）で、新庁舎の設計コンセプトを説明し、Y1ら

が発明した「しっくいの代わりに上薬を使った赤瓦」を使用す

ることを報告した。

・  H29.6.19 Yらは、本件意匠に係る出願の元となる特許出願

を行った。同出願では、本件説明会での公開について、「発明

の新規性の喪失の例外の規定の適用を受けるための証明

書」（「本件証明書」）を提出していた。

・  R2.6.30 Yらは本件意匠につき設定登録を受けた。

３. 本件審決

Xらは、審判手続において、①本件意匠は意匠登録出願前に

公然知られた瓦の意匠である「万葉」に釉薬を塗布して焼成し、

疑似漆喰模様を施した本件模様瓦の意匠に類似しているとこ

ろ、本件模様瓦の意匠は本件パンフレット及び本件写真の交付

により公然実施されたものであるから、新規性喪失により意匠

登録を受けることができない、②本件意匠の出願・登録は、本件

意匠の共同創作者であるX2の代表者やX2に無断でなされて

おり、共同出願に違反している、との無効理由を主張しました。

本件審決は、①につき、本件模様瓦の意匠は、本件パンフ

レット及び本件写真を平成29年2月16日にX2に交付したことに

より、本件意匠出願前に公然知られた意匠となったが、本件模

様瓦の意匠は、その背面、右側面及び底面の形状が不明であ

り、瓦を観察する需要者は、左側面形状、右側面形状及び底面

形状に注意を払うというべきであるから、それら形状が不明な

本件模様瓦と本件意匠との相違が両意匠の類否判断に及ぼ

す影響は大きく、背面の形態についても不明であることの類否

判断に及ぼす影響も小さくはないから、これら相違点が類否判

断に及ぼす影響が大きいことを考慮すると、本件意匠は本件

模様瓦の意匠に類似しないと認定しました。また、②について

は、X2の代表者が本件意匠の創作をしたということはできない

ので、共同出願に違反してなされたものとはいえないと認定し

ました。

4. 裁判所の判断

Xらは、本件訴訟において、上記①及び②の無効理由の判断

の誤りを取消事由として主張しました。知財高裁は、②に関する

取消事由は理由がないとしつつ、①に関する取消事由を認め、

本件審決を取り消しました。本稿では①を取り上げます。

本ニュースレターの発行元は弁護士法人大江橋法律事務所です。弁護士法人大江橋法律事務所は、1981年に設立された日本の総合法律事務所です。東京、大阪、名古屋、海外は上海に
オフィスを構えており、主に企業法務を中心とした法的サービスを提供しております。本ニュースレターの内容は、一般的な情報提供に止まるものであり、個別具体的なケースに関する法
的アドバイスを想定したものではありません。本ニュースレターの内容につきましては、一切の責任を負わないものとさせて頂きます。法律・裁判例に関する情報及びその対応等については
本ニュースレターのみに依拠されるべきでなく、必要に応じて別途弁護士のアドバイスをお受け頂ければと存じます。

もって営業秘密と主張するかは、原告の立証方針だけでなく、

被告の防御活動とも関わり、悩ましい点です。個別の事情に応

じて判断せざるを得ませんが、最低限具体的な技術思想や技

術的意義を読み解くことができる程度に特定しなければならな

い点に注意が必要です。

需要者に異なる印象をもたらすものとは認められないなどと判断

しました。新規性審査時の類否判断においては、物品の流通時

にのみ視覚観察される形状等が注意をひく程度は、原則として

他の部位よりも小さいとされており 、また、瓦は組み合わされて

（一部は外部から完全に隠れて）建物の屋根としての外観を構

成する物品であるため、知財高裁は、施主が重視する、瓦の施工

後の屋根全体の美観をより重視したとみることもできます。

 （2） 新規性喪失の例外（意匠法4条2項）の適用要件

意匠登録を受ける権利を有する者の行為に起因して同一の

意匠が複数回公開された場合において、意匠法4条2項の規定

の適用を受けるためには、特許庁の運用では、原則として、それ

ぞれの｢公開の事実｣が｢証明する書面｣に記載されている必要

があります。ただし、先の公開に基づいて事後の公開が行われ

たという関係性がある場合には、先の公開の事実について証

明がなされれば、後の公開の事実の証明は不要となります（意

匠審査基準第Ⅲ部第3章5.1）³。

この点、新規性喪失の事実は、新規性を喪失した「意匠ごと」

に証明すれば足りるのか、それとも「公開行為ごと」に証明しな

ければならないのかについて争いがありますが、平成29年3月

31日改訂の意匠審査基準は、上記のとおり、後者の立場を取る

ことを明確化しました⁴。

本件で、知財高裁は、後者の立場に立ち、権利者の行為に起

因した公開行為が複数存在するような場合には、本来、それぞ

れにつき同項の適用を受ける手続を行う必要があるが、手続を

行った意匠の公開行為と実質的に同一とみることができるよう

な密接に関連する公開行為によって公開された場合には別個

の手続は不要と判示しています。判例では、2回目の公表行為

が権利者自身の行為ではなかった場合 や、最初の団体への販

売行為とは別の団体への販売行為であって、両団体の販売地

域や扱っている商品が異なっている場合⁵には、最初の行為の

証明書によってその後の行為に同項の適用を受けることはでき

ないとしています。後者の判決は特許侵害事件における特許法

30条2項の適用の可否についての判断ですが、今回の知財高

裁は、その判断を意匠の新規性喪失の例外の適用においても

踏襲したものとみることができます。

 (1) 本件意匠と本件模様瓦の意匠との類否判断

知財高裁は、登録意匠とそれ以外の意匠の類否判断は需要

者の視覚を通じて起こさせる美観に基づいて行われるところ、

本件意匠に係る物品である瓦は、瓦を施工する建築業者等の

みならず、瓦を注文して所有者等となる屋根工事の施主も重要

な需要者であり、建築業者等であっても、最終的には施工後に

施主から見た美観の観点を重視するというべきであるから、施

行する建築業者のみならず、施工後に施主が重視する美観の

観点からも行うべきとしました。

その上で、本件意匠と本件模様瓦は、基本的構成態様が同じ

であり、具体的構成態様における相違点や本件模様瓦の裏面

の不明な部分は、施工後は完全に隠れてしまう部分であることか

ら美観に影響を与えるものとは認めがたく、最も異なる本件意匠

の瓦表面の隆起も、瓦全体からみるとこの差異はごくわずかであ

り、特に施工後は隆起の程度も屋根全体からみて相対的に小さ

いことから、需要者は隆起の程度にまでは注意はいかないとし

て、本件意匠と本件模様瓦の意匠は類似すると判断しました。

 (2) 本件模様瓦の意匠は公然と知られたか

知財高裁は、本件審決と同様に、本件写真及び本件パンフ

レットには、本件模様瓦の意匠が開発中であることや、関係者に

対する内部的なものであるなどの記載はなかったこと、「秘」、「部

外秘」、「非公開資料」などの記載もなかったこと、送信したメー

ル本文にもそのような記載はなく、X2及びX2の従業員とYらとの

間で本件模様瓦の意匠に関して秘密保持契約を締結したことも

なかったといった事情の下では、本件写真及び本件パンフレット

の交付により、本件模様瓦の意匠は、遅くとも交付日にはX2の

従業員らに知られ、本件意匠の意匠登録出願前に公然と知ら

れたものと認定しました。

Yらは、X2はYらから本件模様瓦の意匠について、守秘扱いを

求められる関係にあったことなどから、本件意匠は公然知られ

たものではない旨主張しましたが、知財高裁は、上記の事実関

係の下では、Yらには本件意匠を秘密とする意思はなかったと

し、また、X2に秘密保持義務を認めることもできないとしました。

 (3) 新規性喪失の例外の適用の可否　（※下線は筆者）

Yらは、本件パンフレット及び本件写真の交付は、本件説明

会での意匠公開者（X2代表者）に対する（事前の）情報提供行

為であり、本件説明会での公開行為と実質的に同一の範疇に

ある密接に関連するものであるから、意匠法4条2項の適用を受

ける旨を主張しました。

知財高裁は、同項が、新規性喪失の例外を認める手続として

特に定められたものであることから、権利者の行為に起因した公

開行為が複数存在するような場合には、本来、それぞれにつき

同項の適用を受ける手続を行う必要があるが、手続を行った意

匠の公開行為と実質的に同一とみることができるような密接に関

連する公開行為によって公開された場合については、別個の手

続を要することなく同項の適用を受けることができるとしました。

本件証明書は、本件説明会における市長プレゼンテーション

に係るものであって、X2への本件パンフレット及び本件写真の

送付とは異なる行為であり、しかも本件パンフレット及び本件写

真の送付は本件説明会の前に行われたものであるから、本件

説明会と実質的に同一の行為とみることができるような密接に

関連するものであるということはできず、また、本件パンフレット

（筆者注：商品特徴を謳った文言に加えて、製造工場名や担当

者の連絡先も記載されていました。）は単なる意匠公開者への

情報提供行為とは異なるものであるとして、意匠法4条2項の適

用を受けることはできないと判断しました。

5.若干の検討

 (1) 類否判断について

登録意匠とそれ以外の意匠の類否判断は、需要者の視覚を

通じて起こさせる美観に基づいて行われます。本件審決と本件

判決は、類否判断における需要者をいずれも建築業者と施主

としていますが、結論は分かれました。

本件審決では、本件模様瓦の意匠は、本件写真及び本件パ

ンフレットから、その背面、右側面及び底面の形状が不明である

点などを重視しており、実際に施工を行う建築業者等の美観を

重視していることがうかがえます。これに対して、知財高裁は、瓦

の意匠の類否判断は、施行する建築業者のみならず、施工後に

施主が重視する美観の観点からも行うべきとした上で、瓦の施工

後は完全に隠れてしまう部分や認識しがたい小さな差異等は、

目次へ戻る
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Ⅰ　はじめに

本件は、X1がYら2に対し、Yらが共同して複数のブログ等にお

いてXの名誉を毀損等する内容の記事等を投稿したとして損害

賠償等を請求した事案です。本件で問題とされた記事等投稿

及び論点は多岐に亘りますが、紙幅の制約上、本稿では、YBの

ブログ投稿による名誉棄損、YBによる名誉棄損投稿に関連し

たYB、YC及びYDの共同不法行為、並びに損害論に関し、判決

理由を一部抜粋してご紹介します。

Ⅱ　裁判所の判断概要

1　　名誉毀損の判断枠組み

　名誉毀損とは、人の品行、徳行、名声、信用等の人格的価

値について社会から受ける客観的な評価を低下させる行為

であるところ、ある表現内容が名誉毀損に該当するというた

めには、表現行為が公然とされ、表現内容が不特定又は多

数人に認識されるか、認識可能な状態に置かれる必要があ

ると解される。

 ある表現の意味内容が他人の社会的評価を低下させるも

のであるかどうかは、当該表現についての一般の読者の普

通の注意と読み方を基準として判断すべきものであるところ
3、当該表現が特定の人物の実名を用いてされていなくても、

当該表現についての一般の読者の普通の注意と読み方を

基準として、当該表現の対象者を特定できれば足りると解す

るのが相当である。

　事実を摘示しての名誉毀損にあっては、その行為が公共の

利害に関する事実に係り、かつ、その目的が専ら公益を図る

ことにあった場合に、摘示された事実がその重要な部分につ

いて真実であることの証明があったときには、上記行為には

違法性がなく、仮に上記事実が真実であることの証明がない

ときにも、行為者において上記事実を真実と信ずるについて

相当の理由があれば、その故意又は過失は否定される4。

　一方、ある事実を基礎としての意見ないし論評の表明によ

る名誉毀損にあっては、その行為が公共の利害に関する事

実に係り、かつ、その目的が専ら公益を図ることにあった場合

に、上記意見ないし論評の前提としている事実が重要な部分

について真実であることの証明があったときには、人身攻撃

に及ぶなど意見ないし論評としての域を逸脱したものでない

限り、上記行為は違法性を欠くものというべきである5。そし

て、仮に上記意見ないし論評の前提としている事実が真実で

あることの証明がないときにも、事実を摘示しての名誉毀損

における場合と対比すると、行為者において上記事実を真実

と信ずるについて相当の理由があれば、その故意又は過失

は否定されると解するのが相当である6。

2　Xの同定可能性について

　YBは、YB各記事等7の大部分において、Xのハンドルネー

ム8を使用する人物についての事実の摘示又は論評をしてい

る。Xがブログを開設していることやXアカウントを管理してい

ることを知っている者であれば、Xであると特定することは可

能であるといえ、YBブログ等の読者の普通の注意と読み方

を基準とすれば、YB各記事等は、いずれもXについての事実

の摘示又は論評であると理解される。

3　YB各記事等の意味内容がXの社会的評価を低下させるも

のであるか9

 【YB番号１の各記事】…YB番号１の各記事等は、一般の読

者の普通の注意と読み方を基準として判断すれば、いずれ

本ニュースレターの発行元は弁護士法人大江橋法律事務所です。弁護士法人大江橋法律事務所は、1981年に設立された日本の総合法律事務所です。東京、大阪、名古屋、海外は上海に
オフィスを構えており、主に企業法務を中心とした法的サービスを提供しております。本ニュースレターの内容は、一般的な情報提供に止まるものであり、個別具体的なケースに関する法
的アドバイスを想定したものではありません。本ニュースレターの内容につきましては、一切の責任を負わないものとさせて頂きます。法律・裁判例に関する情報及びその対応等については
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も、Xが、YBに対し、本件原画像10を使用したことについて、真

実は、著作権を侵害するものとはならないにもかかわらず、著

作権を侵害する行為に当たり、犯罪であるなどとインターネッ

ト上で頻繁にコメントしたこと、その他これに関連するXの言

動等の事実を基礎として、Xが「ストーカー」であるとの論評を

するものであると認められる。…このような表現は、一般の読

者の普通の注意と読み方を基準として判断すれば、Xが、い

いがかりをつけて特定の他者につきまとい、迷惑をかける者

であるとの印象を与えるものといえるから、これらの表現の意

味内容は、いずれも、Xの社会的評価を低下させるものと認

められる。

4　違法性阻却事由の存否について

 【YB番号1の各記事】…Xは、①YBによるYBブログ１の記

事に関し、同ブログのコメント欄に、数回にわたり質問をした

こと、②YBが、YBブログ１に本件複製画像11を掲載した後、

強い論調でYBを批判し、本件複製画像を削除するよう繰り

返し要求したこと、③第三者のブログ上で、YBの行為を強く

非難する言動をしていることが認められる。YBによるXがス

トーカーであるとの論評は、上記事実を前提としたものと考え

られるものの、XからYBに最後にメッセージが送られた平成

26年3月25日から、令和2年6月まで、繰り返し、合計951回に

わたり投稿されていることからすると、もはや上記事実を前提

とする論評の域を超え、Xに対する人身攻撃に及ぶ表現であ

るといわざるを得ないから、違法性が阻却されるとは認めら

れない。

5　共同不法行為の成否

　民法719条の共同不法行為が成立するためには、共同行

為者各自の行為が客観的に関連し共同して違法に損害を加

え、各自の行為がそれぞれ独立に不法行為の要件を備える

ことを要する12。

 （客観的関連共同認定根拠としてYC及びYDが、YBブログ

のXに対する名誉棄損等記事のコメント欄に投稿をしている

こと等を認定したうえで）Yらは、平成27年10月14日以降の、

YB番号1…の記事等の投稿…によるXに対する名誉権侵害

の限度で、客観的に関連共同しているといえ、共同不法行為

が成立する。

6　名誉棄損等による損害（YB番号1の各記事等の投稿）によ

る損害

　Yらによる共同不法行為は、平成27年10月頃から令和2年

6月頃まで、4年を超える期間にわたって継続して行われ、そ

の合計記事等数は、YBにつき優に1000件を超えている。

　YBは、同一の記事の内容を複数の掲示板に投稿する、名

誉毀損等の表現内容を含む記事へ遷移するよう、別の媒体

の記事にリンクを貼るなどしていたことが認められることから

すると、実際には、上記記事数では考慮できないほどの表現

の拡散があったといえる。

 YDが精神科医であることを考慮すると、Xは、YBに対し、恋

愛感情等を持って特定の者につきまとう犯罪行為をしている

者であるとの摘示事実や、Xは、PTSDや解離性同一性障害

などの精神障害を患っているとの摘示事実の各内容が、YD

ブログの読者に真実らしく受け止められるおそれは高く、Xの

社会的評価の低下に少なくない影響を与えたと認められる。

　Xが心理援助職に就いており、各種学校にスクールカウン

セラーとして稼働する者であること、証拠…によれば、Xは、

YBによるG13に対する嫌がらせ等が懸念されることを理由

に、同団体が独自に認定するカウンセラーとしての資格をは

く奪されたと認められることなどを併せ考慮すれば、Xの損

害額を250万円と認めるのが相当である。

Ⅲ コメント

ブログ及びツイッターの普及に伴い、ブログ等の投稿等を通

じた情報発信及び意見交換は盛んに行われていますが、本判

決は、かようなブログ等の投稿等に関し、名誉棄損、共同不法

行為の成否及び損害論について詳細に検討したものです。本

判決は、名誉棄損及び共同不法行為の成否に関し、これまでの

最高裁判例等が示した規範を提示しつつ、本件に現れた事情

に即して当てはめを行ったうえで、相応に高額な損害額を認定

したものです。本件では、YB、YC及びYDによる記事投稿は4年

を超える期間に亘って継続して行われており、YBによる記事投

稿は優に1000件を超えていたという事情が相応に高額な損害

額認定につながったように思われます。事例判決ではあります

が、ブログ等の投稿等に基づく損害賠償責任を検討するにあ

たって参考になると思料します。

執 筆 情 報 の ご 案 内

『テーマ別 ヘルスケア事業の法律実務』

書籍に関する詳細は、中央経済社のHPよりご確認ください。

本書では、ヘルスケア企業の事業活動に関わる法律問題を、広く「横断的に」とりあげ、弊所のライフサイエンス・プラクティスグループ
に所属するメンバーが個々の経験も踏まえて、実務的なポイントを解説しています。本書が、多くの方にご活用いただければ幸いです。

第1章　ヘルスケアとM&A
第2章　ヘルスケアと特許権
第3章　ヘルスケアとライセンス

第4章　ヘルスケアと製造物責任・製品リコール
第5章　ヘルスケアと独占禁止法
第6章　ヘルスケアと法令の遵守

出版社

発行年月
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セミナーのご案内

セミナーの詳細及び申し込み方法は、こちらをご覧ください

日　時

主催者

講　師

内　容

明日からでも取り組める！中小企業の情報管理のポイント
2023年9月15日（金）16：00-18：30

クリエイション・コア東大阪 （住所：東大阪市荒本北1-4-17　クリエイション・コア東大阪南館2F）

松 本　健 男

２０名

公益財団法人大阪産業局 MOBIO（ものづくりビジネスセンター大阪）

営業秘密管理の重要性は従前から説かれているところですが、昨今、政府が経済安全保障に注力する
ようになったこともあり、一層注目されています。
本セミナーでは、事例を交えて技術情報や顧客情報の漏洩リスクについて説明し、予防策をご説明しま
す。中小企業でも比較的取り組みやすい事項に焦点を当ててご紹介する予定です。

大阪エリア

会　場

定　員

目次へ戻る

https://www.m-osaka.com/jp/mobio-cafe/detail/004720.html



